ここに示している申請書及び添付資料を作成するための別記様式の参考書式の利用に当たっての注意事項
各書式共通事項

●営繕部と営繕事務所用の書式です。
・中国地方整備局営繕部及び岡山営繕事務所発注の営繕工事の入札説明書に示した申請書及び添付資料を作成するための別記様式の参考書式です。一般競争入札の申請書及び添付資料作成にのみ利用することが出来ます。

●該当工事の入札説明書等の確認をして下さい。
・この書式は、入札参加希望者の入力作業の負担軽減を目的に作成し公開をしておりますが、すべての工事においてそのまま使うことが出来ません。そのため、申請に当たっては、それぞれの工事の入札説明書等に従い、この書式を修正する必要があります。

●該当工事の入札説明書等が正式な書式です。
・書式の内容、書式下部に記載されている注意事項等はそれぞれの工事に対する入札説明書等に添付されている内容がその工事に対する正式な書式となります。適時修正や不要部分の削除をお願いします。
●様式番号、ページ番号も修正が必要です。
・様式番号（別記様式１、別記様式２等）についても、それぞれの工事に対する入札説明書等と異なることがありますので確認の上適時修正をお願いします。また、ページ番号も適時修正して下さい。

●記載漏れ、書類添付に注意して下さい。
・当書式につきまして、それぞれの工事に対する入札説明書等を確認の上、その内容に合わせて修正や削除を行い必要事項の記入をお願いします。それぞれの工事に対する入札説明書等で求められている項目の記載漏れや必要な書類の添付がない場合、競争参加資格がない者とされることがありますので注意してください。
●青文字は削除をして下さい。
・本申請書書式内の青文字は注意事項ですので申請に当たっては削除して下さい。

●赤文字は修正が必要な部分です。
・本申請書書式内の赤文字は工事毎に必ず修正がいる部分です。適時修正や不要部分の削除をお願いします。赤文字でない部分も修正が必要な場合がありますので注意して下さい。

●添付がない書式があります。
・ここに添付されていない書式については、それぞれの工事に対する入札説明書等を参考に作成して下さい。

●間違いなど疑義があれば問い合わせをして下さい。
・入札説明書等に添付の申請書式の記載事項について、記載ミスがある場合がありますので、疑義のある場合は入札説明書等に記載の質問場所に問い合わせをお願いします。

●重要事項
・本書式を利用したことにより発生した損害や不利益等、いかなる事についても国土交通省中国地方整備局は利用者に対し責任を負いません。利用者の責任においてご利用下さい。

※↓同時提出の場合
（別記様式１－１）                                                  　（用紙Ａ４）
	【営繕ﾁｬﾚﾝｼﾞ型、企業能力評価型、Ⅱ型、Ⅰ型】競争参加資格確認申請書
令和　●年　●月　●日
分任支出負担行為担当官
中国地方整備局
●●事務所長　●●　●●　殿
支出負担行為担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿
契約担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所  ○○

　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　○○　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名  ○○
  令和●年●月●日付けで公告のありました●●工事に係る競争参加資格について、確認されたく、下記の資料を添えて申請します。
　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者でないこと及び添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。問い合わせ先 は下記のとおりです。
　
                                    記


	              1.競争参加資格確認申請書　（本紙）
                  計
	１枚

△枚

	　
　
［問い合わせ先（申請書）］
　担当者　：　中国　太郎
　部　署　：　○○本店　○○部　○○課
　電話番号： （代表）○○○－○○○－○○○○　（内線　○○○）
              Ｅ-mail:○○○＠○○.jp


	


　注） なお、承諾を得て紙入札を行う者は、返信用封筒として、表に申請者の住所･氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金の切手をはった長形３号封筒を申請書と併せて提出ください。
電子入札システムにより申請書を提出する場合は、代表者の印を省略できるものとする。ただし、指定の容量を超過して郵送等による場合は押印（省略する場合は以下のとおり責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること）すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　              　　　　　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　              　　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　　              　　　
                                ［　P.１／○○］

（別記様式１－１）←（通常提出の場合）　　　　                            　　（用紙Ａ4）
	　　　　　　　　　【S型(非WTO)】競争参加資格確認申請書   ←（通常提出の場合）
　　　　　　　　
令和　●年　●月　●日
●●事務所長　　●●　●●　殿
支出負担行為担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿
契約担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所   ○　○

　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称   ○　○

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名   ○　○
  令和●年●月●日付けで公告のありました●●工事に係る競争参加資格について、確認されたく、下記の資料を添えて申請します。
　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者でないこと及び添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。問い合わせ先
は下記のとおりです。


	　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
 （ 項目は当該工事に適用しないものは削除し、番号を繰り上げる）
 1.競争参加資格確認申請書(別記様式１－１)
 2.入札説明書８．(3) 1)に定める施工実績を記載した書面(別記様式２)
 3.入札説明書８．(3) 2)に定める配置予定技術者の資格等を記載した書面
(別記様式３) 
 4.入札説明書８．(3) 4)に定める共済契約証書等の写し
 *.入札説明書８．(3) *)及び*)に定める公共建築工事標準仕様書等を適用した
 施工実績が確認できる資料 　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること） 
 5.入札説明書８．(3) 5)及び 7)に定める表彰状の写し
　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 6.入札説明書８．(3) 6)に定める技術者の従事計画（別記様式９）   　　　 （該当する場合のみ記載すること）
 7.入札説明書８．(3) 8)に定める学習履歴証明書等の写し
　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 8.入札説明書８．(3) 9)に定める表彰状の写し及び下請企業を活用するこが確認できる書面（別記様式８）  　　　　　　　　 （該当する場合のみ記載すること） 
 9.入札説明書８．(3) 10)に定める「完成検査確認通知書」の写し
                    （該当する場合のみ記載すること）
10.入札説明書８．(3) 11)に定める週休２日工事の履行実績が確認できる資料
（該当する場合のみ記載すること）
*.入札説明書８．(3) *)に定める地域貢献に関する地元企業等活用計画書
（別記様式１４－１）　　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
*.入札説明書８．(3) *)に定める入札参加希望者又は一次下請企業の地元資材の活用率が確認できる主要資材購入先予定表（別記様式１４－２）
　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
11.入札説明書８．(3) 12)に定める地域内に本店又は支店又は営業所を有するこ
とが確認できる資料                         （該当する場合のみ記載すること）
12.入札説明書８．(3) 12)に定める地域内で元請として完成・引き渡しが完了し
た工事の施工実績が確認できる書面(別記様式１２)
（該当する場合のみ記載すること）
13.入札説明書８．(3) 13)に定める従業員への賃金引上げ計画の表明書及び法人
税申告書の写し(別記様式３９－１又は別記様式３９－２及び別記様式４０) 
（該当する場合のみ記載すること）
                                                                         
	１枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚

	                　計
14. 技術提案関係　資料一覧(別記様式１－３)
15. 入札説明書８.(3) 3)に定める技術提案（具体的な施工計画）及び技術的所見を記載した書面
16. 施工計画における説明資料(必要に応じて添付すること）
	△枚
○枚
○枚
○枚


	                 計                                                   
*. 見積書及び根拠資料（入札説明書８．(*)に定める見積）　　（別表－１）
	△枚
○枚

	計

	△枚


	  ［問い合わせ先（申請書）］
　担当者　：　中国　太郎                                                 
　部　署　：　○○本店　○○部　○○課                                   
　電話番号： （代表）○○○－○○○－○○○○　（内線　○○○）          
              Ｅ-mail:○○○＠○○.jp


	


　注） なお、承諾を得て紙入札を行う者は、返信用封筒として、表に申請者の住所･氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金の切手をはった長形３号封筒を申請書と併せて提出ください。
電子入札システムにより申請書を提出する場合は、代表者の印を省略できるものとする。ただし、指定の容量を超過して郵送等による場合は押印（省略する場合は以下のとおり責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること）すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　              　　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　              　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　　              　　　
                                ［　P.１／○○］

※↓同時提出の場合
（別記様式１－１）                                                  　（用紙Ａ４）

	【S型(WTO段階選抜)】競争参加資格確認申請書

令和　●年　●月　●日

分任支出負担行為担当官

中国地方整備局

●●事務所長　●●　●●　殿

支出負担行為担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿

契約担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所  ○○

　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　○○　　　　　　　　印


　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名  ○○
    令和●年●月●日付けで公告のありました●●工事に係る競争参加資格について、確認されたく、下記の資料を添えて申請します。

　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者でないこと及び添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。問い合わせ先は下記のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　            

	1.競争参加資格確認申請書　（別記様式１－１）
2.入札説明書8．(4) 1)に定める施工実績を記載した書面(別記様式２)
3.入札説明書8．(4) 2)に定める配置予定技術者の資格等を記載した書面
(別記様式３)
4.入札説明書8．(4) 3)に定める様式例－１及び認定通知書の写し又は行動計画届出書（都道府県労働局の受領印付）の写し（外国法人については様式例－２及び内閣府による認定等相当確認通知書の写し）。（該当する場合のみ記載すること）

        

　　　　　　　　　　　　　　　計
	１枚
○枚
○枚
○枚
△枚

	　　［問い合わせ先（申請書）］

　担当者　：　中国　太郎
　部　署　：　○○本店　○○部　○○課
　電話番号： （代表）○○○－○○○－○○○○　（内線　○○○）
              Ｅ-mail:○○○＠○○.jp

	


　注） なお、承諾を得て紙入札を行う者は、返信用封筒として、表に申請者の住所･氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金の切手をはった長形３号封筒を申請書と併せて提出ください。
電子入札システムにより申請書を提出する場合は、代表者の印を省略できるものとする。ただし、指定の容量を超過して郵送等による場合は押印（省略する場合は以下のとおり責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること）すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　              　　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　　　              　
　連絡先①：　　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　　              　　　
                                ［　P.１／○○］
（別記様式１－１）←（通常提出の場合）
（別記様式１－２）←（同時提出の場合）      　                            　　（用紙Ａ4）
	競争参加資格確認申請書   ←（通常提出の場合）
【ﾁｬﾚﾝｼﾞ型】技 術 資 料 等 提 出 書　←（同時提出の場合）
令和　●年　●月　●日
分任支出負担行為担当官
中国地方整備局
●●事務所長　　●●　●●　殿
支出負担行為担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿
契約担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所   ○　○

　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称   ○　○

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名   ○　○
  令和●年●月●日付けで公告のありました●●工事に係る競争参加資格【技術資料等提出書】（同時提出の場合）について、確認されたく、下記の資料を添えて申請します【下記のとおり提出します】（同時提出の場合）。
　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者でないこと及び添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。問い合わせ先は下記のとおりです。

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
 （ 項目は当該工事に適用しないものは削除し、番号を繰り上げる）
 1.競争参加資格確認申請書(別記様式１－１) ←(同時提出の場合は削除)
 2.入札説明書８．(3) 1)に定める施工実績を記載した書面(別記様式２)
 3.入札説明書８．(3) 2)に定める配置予定技術者の資格等を記載した書面
(別記様式３) 【特例監理技術者の配置を認める工事の場合に添付】（該当する場合に合わせ
て添付→(別記様式３－３)）
 4.入札説明書８．(3) 3)に定める共済契約証書等の写し
 5.入札説明書８．(3) 4)に定める学習履歴証明書等の写し
　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 6.入札説明書８．(3) 5)に定める地域内で元請として完成・引き渡しが完了した工事の配置予定技術者の施工経験が確認できる書面(別記様式１３)
（該当する場合のみ記載すること）
 7.入札説明書８．(3) 6)に定める「完成検査確認通知書」の写し
                    （該当する場合のみ記載すること）
 8.入札説明書８．(3) 7)①に定める地域内に本店を有することが確認できる資料　　　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 9.入札説明書８．(3) 7)②に定める地域内で元請けとして完成・引き渡しが完了した工事の施工実績が確認できる書面(別記様式１２)（該当する場合のみ記載すること）
10.入札説明書８．(3) 8)に定める従業員への賃金引上げ計画の表明書及び法人税
申告書の写し(別記様式３９－１又は別記様式３９－２及び別記様式４０)
（該当する場合のみ記載すること）
	１枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚

	計
	△枚

	11. 見積書及び根拠資料（入札説明書８．(9)に定める見積）　　（別表－１）
	○枚

	計

	△枚


	 ［問い合わせ先（申請書）］
　担当者　：　中国　太郎                                                 
　部　署　：　○○本店　○○部　○○課                                   
　電話番号： （代表）○○○－○○○－○○○○　（内線　○○○）          
              Ｅ-mail:○○○＠○○.jp

	


　注）なお、承諾を得て紙入札を行う者は、返信用封筒として、表に申請者の住所･氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金の切手をはった長形３号封筒を申請書と併せて提出ください。
電子入札システムにより申請書を提出する場合は、代表者の印を省略できるものとす る。ただし、指定の容量を超過して郵送等による場合は押印（省略する場合は以下のとおり責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること）すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　              　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　              　　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　　              　　　
［　P.１／○○］
（別記様式１－１）←（通常提出の場合）
（別記様式１－２）←（同時提出の場合）      　                            　　（用紙Ａ4）
	競争参加資格確認申請書  ←（通常提出の場合）
【企業能力評価型】技 術 資 料 等 提 出 書　←（同時提出の場合）
令和　●年　●月　●日
分任支出負担行為担当官
中国地方整備局
●●事務所長　●●　●●　殿
支出負担行為担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿
契約担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所   ○　○

　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称   ○　○

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名   ○　○
  令和●年●月●日付けで公告のありました●●工事に係る競争参加資格【技術資料等提出書】（同時提出の場合）について、確認されたく、下記の資料を添えて申請します【下記のとおり提出します】（同時提出の場合）。
　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者でないこと及び添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。問い合わせ先
は下記のとおりです。

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
 （ 項目は当該工事に適用しないものは削除し、番号を繰り上げる）
 1.競争参加資格確認申請書(別記様式１－１) ←(同時提出の場合は削除)
 2.入札説明書８．(3) 1)に定める施工実績を記載した書面(別記様式２)
 3.入札説明書８．(3) 2)に定める配置予定技術者の資格等を記載した書面
(別記様式３) 【特例監理技術者の配置を認める工事の場合に添付】（該当する場合に合わせて添付→(別記様式３－３)）
 4.入札説明書８．(3) 3)に定める共済契約証書等の写し
 5.入札説明書８．(3) 4)に定める表彰状の写し
　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 6.入札説明書８．(3) 5)に定める技能者の従事計画（別記様式９）　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 7.入札説明書８．(3) 6)に定める表彰状の写し及び下請企業を活用することが確
認できる書面（別記様式８）　　　　　　　　  （該当する場合のみ記載すること） 
 8.入札説明書８．(3) 7)に定める「完成検査確認通知書」の写し
                    （該当する場合のみ記載すること）
 9.入札説明書８．(3) 8)に定める週休２日工事の履行実績が確認できる資料
（該当する場合のみ記載すること）
10.入札説明書８．(3) 9)①に定める地域内に本店又は支店又は営業所を有することが確認できる資料                         （該当する場合のみ記載すること）
11.入札説明書８．(3) 9)②に定める地域内で元請けとして完成・引き渡しが完了した工事の施工実績が確認できる書面(別記様式１２)
（該当する場合のみ記載すること）
12.入札説明書８．(3) 9)③に定める若手技術者等の雇用が確認できる資料
　(別記様式１１) 　　　　　　　　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
13.入札説明書８．(3) 10)に定める従業員への賃金引上げ計画の表明書及び法人
税申告書の写し(別記様式３９－１又は別記様式３９－２及び別記様式４０)（該当する場合のみ記載すること）
	１枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚

	
	○枚
○枚


	
	

	                 計                                                   
14. 見積書及び根拠資料（入札説明書８．(9)に定める見積）　　（別表－１）
	△枚
○枚

	計
	△枚

	  ［問い合わせ先（申請書）］
　担当者　：　中国　太郎                                                 
　部　署　：　○○本店　○○部　○○課                                   
　電話番号： （代表）○○○－○○○－○○○○　（内線　○○○）          
              Ｅ-mail:○○○＠○○.jp


	


　注） なお、承諾を得て紙入札を行う者は、返信用封筒として、表に申請者の住所･氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金の切手をはった長形３号封筒を申請書と併せて提出ください。
電子入札システムにより申請書を提出する場合は、代表者の印を省略できるものとする。ただし、指定の容量を超過して郵送等による場合は押印（省略する場合は以下のとおり責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること）すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　　              　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　              　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　　              　　　
［　P.１／○○］
（別記様式１－１）←（通常提出の場合）
（別記様式１－２）←（同時提出の場合）      　                            　　（用紙Ａ4）
	競争参加資格確認申請書   ←（通常提出の場合）
【Ⅱ型】技 術 資 料 等 提 出 書　←（同時提出の場合）
令和　●年　●月　●日
分任支出負担行為担当官
中国地方整備局
●●事務所長　●●　●●　殿
支出負担行為担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿
契約担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所   ○　○

　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称   ○　○

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名   ○　○
  令和●年●月●日付けで公告のありました●●工事に係る競争参加資格【技術資料等提出書】（同時提出の場合）について、確認されたく、下記の資料を添えて申請します【下記のとおり提出します】（同時提出の場合）。
　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者でないこと及び添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。問い合わせ先
は下記のとおりです。

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
 （ 項目は当該工事に適用しないものは削除し、番号を繰り上げる）
 1.競争参加資格確認申請書(別記様式１－１) ←(同時提出の場合は削除)
 2.入札説明書８．(3) 1)に定める施工実績を記載した書面(別記様式２)
 3.入札説明書８．(3) 2)に定める配置予定技術者の資格等を記載した書面(別記様式３)
4.入札説明書８．(3) 3)に定める共済契約証書等の写し
 5.入札説明書８．(3) 4)及び 6)に定める表彰状の写し
　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 6.入札説明書８．(3) 5)に定める技能者の従事計画（別記様式９）　　　　　　　　　　　　　                             （該当する場合のみ記載すること）
 7.入札説明書８．(3) 7)に定める学習履歴証明書等の写し
　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 8.入札説明書８．(3) 8)に定める表彰状の写し及び下請企業を活用することが確
認できる書面（別記様式８）  　　　　　　　 （該当する場合のみ記載すること） 
 9.入札説明書８．(3) 9)に定める「完成検査確認通知書」の写し
                    （該当する場合のみ記載すること）
10.入札説明書８．(3) 10)に定める週休２日工事の履行実績が確認できる資料
　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
11.入札説明書８．(3) 11)①に定める地域内に本店又は支店又は営業所を有することが確認できる資料                       （該当する場合のみ記載すること）
12.入札説明書８．(3) 11)②に定める地域内で元請けとして完成・引き渡しが完了した工事の施工実績が確認できる書面(別記様式１２)
（該当する場合のみ記載すること）
13.入札説明書８．(3) 11)③に定める地域内で元請として完成・引き渡しが完了した工事の配置予定技術者の施工経験が確認できる書面(別記様式１３)
（該当する場合のみ記載すること）
14.入札説明書８．(3) 11)④に定める若手技術者等の雇用が確認できる資料
(別記様式１１)（該当する場合のみ記載すること）
15.入札説明書８．(3) 12)に定める従業員への賃金引上げ計画の表明書及び法人
税申告書の写し(別記様式３９－１又は別記様式３９－２及び別記様式４０) 
（該当する場合のみ記載すること）
　                計
                                                                        
	１枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
△枚

	16. 見積書及び根拠資料（入札説明書８．(9)に定める見積）　　（別表－１）

	○枚


	
	

	  ［問い合わせ先（申請書）］
　担当者　：　中国　太郎                                                 
　部　署　：　○○本店　○○部　○○課                                   
　電話番号： （代表）○○○－○○○－○○○○　（内線　○○○）          
              Ｅ-mail:○○○＠○○.jp


	


　注） なお、承諾を得て紙入札を行う者は、返信用封筒として、表に申請者の住所･氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金の切手をはった長形３号封筒を申請書と併せて提出ください。
電子入札システムにより申請書を提出する場合は、代表者の印を省略できるものとする。ただし、指定の容量を超過して郵送等による場合は押印（省略する場合は以下のとおり責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること）すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　              　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　              　　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　　              　　　
［　P.１／○○］
（別記様式１－１）←（通常提出の場合）
（別記様式１－２）←（同時提出の場合）      　                            　　（用紙Ａ4）
	競争参加資格確認申請書   ←（通常提出の場合）
【Ⅰ型】技 術 資 料 等 提 出 書　←（同時提出の場合）
令和　●年　●月　●日
分任支出負担行為担当官
中国地方整備局
●●事務所長　●●　●●　殿
支出負担行為担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿
契約担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所   ○　○

　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称   ○　○

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名   ○　○
  令和●年●月●日付けで公告のありました●●工事に係る競争参加資格【技術資料等提出書】（同時提出の場合）について、確認されたく、下記の資料を添えて申請します【下記のとおり提出します】（同時提出の場合）。
　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者でないこと及び添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。問い合わせ先
は下記のとおりです。

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
 （ 項目は当該工事に適用しないものは削除し、番号を繰り上げる）
 1.競争参加資格確認申請書(別記様式１－１) ←(同時提出の場合は削除)
 2.入札説明書８．(3) 1)に定める施工実績を記載した書面(別記様式２)
 3.入札説明書８．(3) 2)に定める配置予定技術者の資格等を記載した書面(別記様式３)
4.入札説明書８．(3) 4)に定める共済契約証書等の写し
 5.入札説明書８．(3) 5)及び 7)に定める表彰状の写し
　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 6.入札説明書８．(3) 6)に定める技能者の従事計画（別記様式９）　　　　　　　　　　　　　                             （該当する場合のみ記載すること）
 7.入札説明書８．(3) 8)に定める学習履歴証明書等の写し
　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 8.入札説明書８．(3) 9)に定める表彰状の写し及び下請企業を活用することが確
認できる書面（別記様式８）  　　　　　　　 （該当する場合のみ記載すること） 
 9.入札説明書８．(3) 10)に定める「完成検査確認通知書」の写し
                    （該当する場合のみ記載すること）
10.入札説明書８．(3) 11)に定める週休２日工事の履行実績が確認できる資料
（該当する場合のみ記載すること）

	１枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚


	*.入札説明書８．(3) *)に定める地域貢献に関する地元企業等活用計画書（別記様式１４－１）　　　　　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること） 
*.入札説明書８．(3) *)に定める入札参加希望者又は一次下請企業の地元資材の活用率が確認できる主要資材購入先予定表（別記様式１４－２）
　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
11.入札説明書８．(3) 12)①に定める地域内に本店又は支店又は営業所を有することが確認できる資料                       （該当する場合のみ記載すること）
12.入札説明書８．(3) 12)②に定める地域内で元請けとして完成・引き渡しが完了した工事の施工実績が確認できる書面(別記様式１２)
（該当する場合のみ記載すること）
13.入札説明書８．(3) 12)③に定める地域内で元請として完成・引き渡しが完了した工事の配置予定技術者の施工経験が確認できる書面(別記様式１３)
（該当する場合のみ記載すること）
14.入札説明書８．(3) 12)④に定める若手技術者等の雇用が確認できる資料
(別記様式１１)（該当する場合のみ記載すること）
15.入札説明書８．(3) 13)に定める従業員への賃金引上げ計画の表明書及び法人
税申告書の写し(別記様式３９－１又は別記様式３９－２及び別記様式４０) 
　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
	○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚


	                　計
16. 施工計画関係　資料一覧(別記様式１－４)
17. 入札説明書８.(3) 3)に定める施工計画を記載した書面
18. 施工計画における説明資料(必要に応じて添付すること）
	△枚
○枚
○枚
○枚

	                 計                                                   
19. 見積書及び根拠資料（入札説明書８．(10)に定める見積）　　（別表－１）
	△枚
○枚

	計

	△枚


	  ［問い合わせ先（申請書）］
　担当者　：　中国　太郎                                                 
　部　署　：　○○本店　○○部　○○課                                   
　電話番号： （代表）○○○－○○○－○○○○　（内線　○○○）          
              Ｅ-mail:○○○＠○○.jp

	


　注） なお、承諾を得て紙入札を行う者は、返信用封筒として、表に申請者の住所･氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金の切手をはった長形３号封筒を申請書と併せて提出ください。
電子入札システムにより申請書を提出する場合は、代表者の印を省略できるものとする。ただし、指定の容量を超過して郵送等による場合は押印（省略する場合は以下のとおり責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること）すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　              　　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　              　　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　　　              　　
［　P.１／○○］
（別記様式１－２）　　　　　　      　                            　　（用紙Ａ4）

	【S型(WTO段階選抜)】競争参加資格確認申請書（二次審査）
令和　●年　●月　●日

支出負担行為担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿

契約担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所   ○　○

　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称   ○　○

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名   ○　○
  令和●年●月●日付けで公告のありました●●工事に係る技術資料等提出書について、確認されたく、下記の資料を添えて下記のとおり提出します。

　

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

 （ 項目は当該工事に適用しないものは削除し、番号を繰り上げる）
 1. 技術資料等提出書(別記様式１－２)
 2. 入札説明書８.(4) 4)に定める技術提案（具体的な施工計画）を記載した書面
 3. 施工計画における説明資料(8.(4) 4)の補足説明の注意書きに準じて必要に応じて添付すること）
 4. 入札説明書8．(4) 5)に定める従業員への賃金引上げ計画の表明書及び法人
税申告書の写し(別記様式３９－１又は別記様式３９－２及び別記様式４０) 
（該当する場合のみ記載すること）
                                                                         
	１枚
○枚
○枚
○枚


	計
	△枚


	［問い合わせ先（申請書）］

　担当者　：　中国　太郎                                                 

　部　署　：　○○本店　○○部　○○課                                   

　電話番号： （代表）○○○－○○○－○○○○　（内線　○○○）          

              Ｅ-mail:○○○＠○○.jp



　注） なお、承諾を得て紙入札を行う者は、返信用封筒として、表に申請者の住所･氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金の切手をはった長形３号封筒を申請書と併せて提出ください。
電子入札システムにより申請書を提出する場合は、代表者の印を省略できるものとする。ただし、指定の容量を超過して郵送等による場合は押印（省略する場合は以下のとおり責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること）すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　　　              　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　              　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　　　              　　
［　P.１／○○］

（別記様式１－４）                                                      （用紙Ａ４）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：　

施工計画関係　資料一覧
     　　　　   （工事名：●●                             工事）                
	　１　施工計画関係　資料一覧（本紙：別記様式１－４）

　２　入札説明書８．(3) 3)に定める施工計画を記載した書面

　３　施工計画における説明資料（必要に応じて添付すること）



                                      計


	 １枚

 ○枚

○枚



△枚




［問い合わせ先（施工計画関係）］

　 会社名　：　○○建設(株)
 　担当者　：　中国　太郎
 　部　署　：　○○本店　○○部　○○課
 　電話番号：　（代）○○○－○○○－○○○○　（内線　○○○）
               　メールアドレス　：　　　　　     　　　　　　　
　注）　本紙（別記様式１－４）を１頁とした通し番号とし、←（入札書同時提出でない場合は削除）提出にあたってはＰＤＦ形式のデータとすること。なお、（別記様式１－２）とともに技術資料等提出書←（入札書同時提出でない場合は競争参加資格確認申請書）として１つのファイルにまとめること。
上記２及び３に示した書面、施工計画における説明資料については、「会社名」の記載は行わないこと。
［　P.１／○○］
（別記様式２）                                             　　　　    （用紙Ａ4）

同種工事の施工実績
　［記入例］ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	　同　種　工　事

（民間の施工実績も可)

	下記(イ)から(ニ)までの要件をすべて満たす、新築工事又は増築工事（躯体、外装のほか、内装を含む建築一式工事）又は○○改修工事とする。

 (イ)建物用途：戸建て住宅、車庫及び倉庫類を除く建物用途とする。

 (ロ)建物構造：鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造

 (ハ)階　　数：地上階数○以上

 (ニ)建物規模：問わない

ただし、上記(イ)から(ニ)までは同一工事であること。

	工

事

名

称

等


	工事名
	○○○○○○工事

	
	発注機関名
	□□□地方整備局

	
	受注者名
	□□□

	
	施工場所
	□□県□□市（都道府県名・市町村名）

	
	最終請負金額
	０００，０００，０００円 （消費税及び地方消費税を含む） 　

	
	工期
	 平成　年　月　日～平成　年　月　日

	
	受注形態
	 単体／ＪＶ（出資比率）

	工

事

内容


	
	 同種工事であることを証明する事項 

	
	建物用途
	 □□□庁舎

	
	構造・階数・延べ面積
	 鉄筋コンクリート造　０階建て　０，０００㎡　[*1]

	
	工事種目・工事内容


	 ○○棟新築  ○○設備[*2]←設備の場合

 

	
	●●の実績数量
	 ●●●


	ＣＯＲＩＮＳへの登録の有無


	 有り（登録番号を明記）又は無し



	
	


注）
・CORINS登録有りとする場合は、登録内容を事前に確認しておくこと。
また、CORINSデータの写しを合わせて提出すること。
・CORINSに登録されていない等で施工実績が証明できない場合は、同種工事の完成・引き渡しが完了した工事実績が確認できる書面（同種工事の施工実績が確認できる契約書類／施工計画書及び図面等（契約書（工事名、契約金額、工期、発注者、請負者の確認できる部分）、配置図、平面図（類似施設の場合は同種工事に該当する部分を色分けし面積表を添付）、特記仕様書等）、施主又は行政機関等に提出し受理された書類の写し、法令に基づき工事現場に掲示した標識の写真、施工体制台帳、施主等からの従事証明書等）の写しを添付すること。CORINSデータに数量等が登録されていない場合は、それらを確認できる契約書等の写しを添付すること。図面はＡ３以下に縮小のこと。
・同種工事の施工実績として記載した工事において●●の実績数量が確認できる書面（施工計画書及び及び図面等（特記仕様書、配置図、平面図、立面図、■■図等（該当する部分を色分けし面積表を添付））の写しを添付すること。図面はＡ３以下に縮小のこと。
・同種工事がCORINSに登録を義務付けている発注機関の工事（500万円未満の工事は除く。）の場合は、CORINSに登録されていなければ、実績として認めない。
　・記入する施工実績の発注機関名は、当該工事の契約日における名称とすること。
・提出者が経常ＪＶの場合において、当該経常ＪＶ以外の経常ＪＶ又は特定ＪＶの工事を記入する場合は、単体の会社毎に記入し、その際、工事名の後に単体の会社名を記入すること。
【建築工事の場合】
・複数棟の工事をまとめて1件の工事として施工した場合は、当該資格要件に合致する建物1棟（廊下（開放廊下を除く）でつながっている物は1棟と見なす）の建物用途、構造・階数等を記載すること。（なお、CORINSでは、建物群全体の情報が記載されているため、異なる場合がある。）
【設備工事の場合】
・複数棟の工事をまとめて1件の工事として施工した場合は、当該資格要件に合致する建物1棟の建物用途、構造・階数等を記載すること（なお、CORINSでは、建物群全体の情報が記載されているため、異なる場合がある。）。ただし、建物群全体の設備が一体のシステムとして機能を発揮するものの場合は、施工実績として認められる。
・[*1]複合用途建築物の場合、要求している建物用途に係る延べ面積を（　）書きで記載すること。
【設備工事の場合のみ記載。】
・[*2]要求している工事種目全てが含まれる設備工事の施工実績を求めるものであり、工事種目の一部の実績のみの場合は不可とする。
・添付するデータの形式は、ＰＤＦ形式及び一太郎PRO形式以下のもの又はＷｏｒｄ 2016形式のもの又は
Ｅｘｃｅｌ 2016形式以下のものとして下さい。
	コメント欄

（本欄には発注者に対して、特に伝えたい事が有る場合のみ記入する。）

	


［　P.○／○○］
（別記様式２－１）エレベーター設備工事の場合のみ必須提出     　　　　　        　　  （用紙Ａ4）

本工事におけるエレベーター設備の工場製作に係る
設計、工程管理、検査・試験に関する体制
（工事名：○○○○工事）
［記入例］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	項目
	
	記載する内容

	設計


	設計担当部署

	住所：○○県
名称：○○○○○○

	工程管理


	工程管理担当部署

	住所：○○県○○市○○町
名称：○○○○○○

	検査・試験


	検査・試験担当部署

	住所：○○県○○市○○町
名称：○○○○○○


注） ・各項目については工場製作に係るものを記載すること。
・各項目については自社の担当部署及びその所在地（都道府県名まで）を記載すること。
・エレベーター設備の製作を他者に委託する場合も自社の設計、工程管理、検査・試験に関する体制を提出するものとする。
・エレベーター設備を他者に製作委託する場合は、当該者と本件に関する入札価格と入札意思について、いかなる相談も行ってはならない。

・添付するデータの様式は、PDF形式及び一太郎PRO又はWord 2016形式のもの又はExcel 2016形式のものとしてください。
                       ［　P.○／○○］
（別記様式３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ4）
主任（監理）技術者の資格・工事経験

　［記入例］ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	配置予定技術者の従事役職・eq \o\ad(\s\up11(（フリガナ）),氏名)
	主任（監理）技術者     eq \o\ad(\s\up11(○○),○)　eq \o\ad(\s\up11(○○),○)  eq \o\ad(\s\up11(○○),○)  eq \o\ad(\s\up11(○○),○)

	生年月日（和暦）
	昭和○○年○○月○○日

	最終学歴
	○○大学　○○科　○○年卒業

	法令等による資格・免許


	【建築工事の場合】
監理技術者の場合
一級建築施工管理技士（取得年月日及び登録番号）
一級建築士（取得年月日及び登録番号）
監理技術者資格（取得年、登録番号及び登録会社）
主任技術者の場合
建設業法第7条第2号イ、ロ又はハに示す資格
【電気設備工事の場合】
監理技術者の場合
一級電気工事施工管理技士（取得年月日及び登録番号）
監理技術者資格（取得年、登録番号及び登録会社）
主任技術者の場合
建設業法第7条第2号イ、ロ又はハに示す資格
【暖冷房衛生設備工事の場合】
監理技術者の場合
一級管工事施工管理技士（取得年月日及び登録番号）
監理技術者資格（取得年、登録番号及び登録会社）
主任技術者の場合
建設業法第7条第2号イ、ロ又はハに示す資格
【エレベーター設備工事の場合】
監理技術者の場合
技術士（機械部門）（取得年月日及び登録番号）
監理技術者資格（取得年、登録番号及び登録会社）
主任技術者の場合
建設業法第7条第2号イ、ロ又はハに示す資格

	工事の経

験の概要


	同種工事
（民間の施工実績も可)

	下記(イ)から(ニ)までの要件をすべて満たす、新築工事又は増築工事（躯体、外装のほか、内装を含む建築一式工事）又は○○改修工事とする。
 (イ)建物用途：戸建て住宅、車庫及び倉庫類　　　　　　　　を除く建物用途とする。
 (ロ)建物構造：鉄筋コンクリート造又は
               鉄骨鉄筋コンクリート造
 (ハ)階　　数：地上階数○て以上
 (ニ)建物規模：問わない
ただし、上記(イ)から(ニ)までは同一工事であること。

	
	工事名
	○○○○○○工事

	
	発注機関名
	○○地方整備局○○事務所

	
	受注者名
	□□□□

	
	施工場所
	○○県○○市○○地内

	
	最終請負金額

	０００，０００，０００円
 （消費税及び地方消費税を含む）

	
	工期
	 平成○年○月○日～平成○年○月○日

	
	受注形態
	単体／ＪＶ（出資比率）

	
	従事役職
	現場代理人、主任（監理）技術者、工事主任等

	
	工事内容
	同種工事であることを証明する事項

	
	建物用途
	□□□庁舎

	
	構造・階数・延べ面積
	鉄筋コンクリート造　０階建　  0,000㎡[*1]

	
	工事種目・工事内容
	００棟新設　○○設備[*2]←設備の場合　

	
	●●の実績数量
	●●●

	
	CORINS登録の有無
	有り（登録番号を明記）又は無し

	申請書提出期限日時点における他工事の従事状況等

	他工事の従事
	□り　　□し　　（□にレを入れる）

	
	工事名
	○○○○○○工事

	
	発注機関名
	○○地方整備局○○事務所

	
	受注者名
	○○

	
	工期
	平成○年○月○日～平成○年○月○日 

	
	従事役職
	現場代理人、主任（監理）技術者、工事主任等

	
	本工事を落札した場合の対応処置等
	（該当する場合、必ず記載すること）

	
	CORINS登録の有無
	有り（登録番号を明記）又は無し

	
	
	


注）・配置予定技術者として複数登録する場合は、別葉とする。
　　  なお、記載する全ての技術者が同種工事の施工経験を有していなければならない。
・「配置予定技術者の従事役職・eq \o\ad(\s\up7(（フリガナ）),氏名)」欄の「主任・（監理）技術者」はどちらかに見え消しをすること。
 （例：主任（監理）技術者）
　 ・「申請書提出期限日時点における他工事の従事状況等」欄は、従事している全ての工事について、本工事を落札した場合の技術者の配置予定等を記入すること。従事している工事がない場合は、「他工事の従事」欄は、「無し」とすること。
　 ・「申請書提出期限日時点における他工事の従事状況等」について、他工事の従事状況の有無にかかわらずCORINS登録について事前に確認しておくこと。なお、CORINS登録内容が、記載した他工事の従事状況と異なる場合は、必ずコメント欄にその旨を記載すると共に、これを証明できる資料を添付すること。
　 ・同種工事の経験として記載した工事の契約工期に対して従事期間が短い場合は、同種工事の経験を満たしていることが確認できる資料（最終の工程表等）を提出すること。
 　・CORINS登録有りとする場合は、登録内容を事前に確認しておくこと。また、CORINSデータの写しを合わせて提出すること。
 　・CORINSに登録されていない等で施工経験が証明できない場合は、同種工事の完成・引き渡しが完了した工事経験が確認できる書面（同種工事の施工経験が確認できる契約書類／施工計画書及び図面等（契約書（工事名、契約金額、工期、発注者、請負者の確認できる部分）、配置図、平面図（類似施設の場合は同種工事に該当する部分を色分けし面積表を添付）、特記仕様書等従事役職の確認できる資料）、施主又は行政機関等に提出し受理された書類の写し、法令に基づき工事現場に掲示した標識の写真、施工体制台帳、施主等からの従事証明書等）の写しを添付すること。CORINSデータに数量等が登録されていない場合は、それらを確認できる契約書等の写しを添付すること。図面はＡ３以下に縮小のこと。
・同種工事の施工経験として記載した工事において●●の実績数量が確認できる書面（施工計画書及び及び図面等（特記仕様書、配置図、平面図、立面図、■■図等（該当する部分を色分けし面積表を添付））の写しを添付すること。図面はＡ３以下に縮小のこと。
　 ・同種工事がCORINSに登録を義務付けている発注機関の工事（500万円未満の工事は除く。）の場合は、CORINSに登録されていなければ、経験として認めない。
　 ・経常ＪＶにあっては、会社名欄に所属会社名（単体）を記入すること。
 　・記入する施工実績の発注機関名は、当該工事の契約日における名称とすること。
　 ・主任技術者にあっては、資格を証明する書面の写しを添付すること。ただし、建設業法による技術検定の資格については、合格証明書の写しとするが、合格証明書受領までの期間は、合格通知書の写しでも可とする。この場合、登録番号の記入は不要とする。
なお、合格通知書で可とする期間は、合格通知日から６ヶ月間とする。
 　・監理技術者にあっては、監理技術者資格者証(会社名がわかるもの)及び監理技術者講習修了証の写しを添付すること。（裏面の写しも必要）
【建築工事の場合】
　 ・複数棟の工事をまとめて1件の工事として施工した場合は、当該資格要件に合致する建物1棟（廊下（開放廊下を除く）でつながっている物は1棟と見なす）の建物用途、構造・階数等を記載すること。（なお、CORINSでは、建物群全体の情報が記載されているため、異なる場合がある。）
【設備工事の場合】
　 ・複数棟の工事をまとめて1件の工事として施工した場合は、当該資格要件に合致する建物1棟の建物用途、構造・階数等を記載すること（なお、CORINSでは、建物群全体の情報が記載されているため、異なる場合がある。）。ただし、建物群全体の設備が一体のシステムとして機能を発揮するものの場合は、施工経験として認められる。
　・[＊1]複合用途建築物の場合、要求している建物用途に係る延べ面積を（　）書きで記載すること。
【設備工事の場合のみ記載。】
  ・[＊2]要求している工事種目全てが含まれる設備工事の工事経験を求めるものであり、工事種目の一部の工事経験のみの場合は不可とする。
　 ・入札参加希望者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを確認するため、健康保険被保険者証の写し等を添付すること。なお、監理技術者資格者証の写しにより「直接的かつ恒常的な雇用関係」が確認できる場合は、添付の必要はない。
・添付するデータの形式は、ＰＤＦ形式及び一太郎PRO形式以下のもの又はＷｏｒｄ 2016形式のもの又はＥｘｃｅｌ 2016形式以下のものとして下さい。
	コメント欄　（本欄には発注者に対して、特に伝えたい事が有る場合のみ記入する。）



［　P.○／○○］
（別記様式３-資格証明）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ4）
実 務 経 験 等 証 明 書
下記の技術者は、○○○○工事に関し、下記のとおり実務の経験を有することに相違ないことを証明します。
	令和○年○○月○○日

	証明者
	○○　　○○


記
	技術者の氏名
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(フリ),○○)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ガナ),○○)　
	雇用された期間
	令和○年○月から

	雇用者の商号
又は名称
	○○○○株式会社
	
	令和○年○月まで

	卒業学校（学科）
	○○学校（△△学科）
	卒業年月
	平成○年○月　卒業

	職　名
	実務経験の内容
	経験年数
	通算

	担当者
	○○○工事
	平成○年○月から
平成○年○月まで
	○年○月

	担当者
	○○○工事
	平成○年○月から
平成○年○月まで
	○年○月

	現場代理人
	○○○工事
	平成○年○月から
平成○年○月まで
	○年○月

	主任技術者
	○○○工事
	平成○年○月から
平成○年○月まで
	○年○月

	
	
	
	

	雇用者の証明
を得ることが
できない場合
	その理由
	
	合　計
	満　○年　○月

	
	
	
	証明者と
被証明者
との関係
	雇用責任者


電子入札システムにより提出する場合は、証明者の印を省略できるものとする。ただし、指定の容量を超過して郵送等による場合は押印（省略する場合は以下のとおり責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること）すること。

    　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　               　　　　

    　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　              　　　

    　連絡先①：　　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　　              　　　
記載要領
１．主任技術者の資格を学歴や実務経験により有する者とする場合に作成する。したがって、監理技術者資格者証を有する者や、主任技術者としての資格を技術士等の国家資格で確認できる者については作成の必要はありません。
２．当該工事の主任技術者の資格として必要な建設業法の建設工事の種類で作成すること。
３．「実務経験の内容」の欄には、従事した主な工事名等を具体的に記載すること。
（別記様式３－１）　※若手技術者育成型の場合に掲載　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ4）
専任補助者の資格・工事経験
　［記入例］ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	配置予定技術者の従事役職・eq \o\ad(\s\up11(（フリガナ）),氏名)
	主任（監理）技術者     eq \o\ad(\s\up11(○○),○)　eq \o\ad(\s\up11(○○),○)  eq \o\ad(\s\up11(○○),○)  eq \o\ad(\s\up11(○○),○)

	生年月日（和暦）
	昭和○○年○○月○○日

	最終学歴
	○○大学　○○科　○○年卒業

	法令等による資格・免許


	【建築工事の場合】
監理技術者の場合
一級建築施工管理技士（取得年月日及び登録番号）
一級建築士（取得年月日及び登録番号）
監理技術者資格（取得年、登録番号及び登録会社）
主任技術者の場合
建設業法第7条第2号イ、ロ又はハに示す資格
【電気設備工事の場合】
監理技術者の場合
一級電気工事施工管理技士（取得年月日及び登録番号）
監理技術者資格（取得年、登録番号及び登録会社）
主任技術者の場合
建設業法第7条第2号イ、ロ又はハに示す資格
【暖冷房衛生設備工事の場合】
監理技術者の場合
一級管工事施工管理技士（取得年月日及び登録番号）
監理技術者資格（取得年、登録番号及び登録会社）
主任技術者の場合
建設業法第7条第2号イ、ロ又はハに示す資格
【エレベーター設備工事の場合】
監理技術者の場合
技術士（機械部門）（取得年月日及び登録番号）
監理技術者資格（取得年、登録番号及び登録会社）
主任技術者の場合
建設業法第7条第2号イ、ロ又はハに示す資格

	工事の経

験の概要


	同種工事
（民間の施工実績も可)

	下記(イ)から(ニ)までの要件をすべて満たす、新築工事又は増築工事（躯体、外装のほか、内装を含む建築一式工事）又は○○改修工事とする。
 (イ)建物用途：戸建て住宅、車庫及び倉庫類　　　　　　　　を除く建物用途とする。
 (ロ)建物構造：鉄筋コンクリート造又は
               鉄骨鉄筋コンクリート造
 (ハ)階　　数：地上階数○て以上
 (ニ)建物規模：問わない
ただし、上記(イ)から(ニ)までは同一工事であること。

	
	工事名
	○○○○○○工事


	
	発注機関名
	○○地方整備局○○事務所

	
	受注者名
	□□□□

	
	施工場所
	○○県○○市○○地内

	
	最終請負金額

	０００，０００，０００円

 （消費税及び地方消費税を含む）

	
	工期
	 平成○年○月○日～平成○年○月○日

	
	受注形態
	単体／ＪＶ（出資比率）

	
	従事役職
	現場代理人、主任（監理）技術者、工事主任等

	
	工事内容
	同種工事であることを証明する事項

	
	建物用途
	□□□庁舎

	
	構造・階数・延べ面積
	鉄筋コンクリート造　０階建　  0,000㎡[*1]

	
	工事種目・工事内容
	００棟新設　○○設備[*2]←設備の場合　

	
	●●の実績数量
	●●●

	
	CORINS登録の有無
	有り（登録番号を明記）又は無し

	申請書提出期限日時点における他工事の従事状況等

	他工事の従事
	□り　　□し　　（□にレを入れる）

	
	工事名
	○○○○○○工事

	
	発注機関名
	○○地方整備局○○事務所

	
	受注者名
	○○

	
	工期
	平成○年○月○日～平成○年○月○日 

	
	従事役職
	現場代理人、主任（監理）技術者、工事主任等

	
	本工事を落札した場合の対応処置等
	（該当する場合、必ず記載すること）

	
	CORINS登録の有無
	有り（登録番号を明記）又は無し

	
	
	


注)・「申請書提出期限日時点における他工事の従事状況等」欄は、従事している全ての工事について、本工事を落札した場合の技術者の配置予定等を記入すること。従事している工事がない場合は、「他工事の従事」欄は、「無し」とすること。
　・「申請書提出期限日時点における他工事の従事状況等」について、他工事の従事状況の有無にかかわらずCORINS登録について事前に確認しておくこと。なお、CORINS登録内容が、記載した他工事の従事状況と異なる場合は、必ずコメント欄にその旨を記載すると共に、これを証明できる資料を添付すること。
  ・同種工事の経験として記載した工事の契約工期に対して従事期間が短い場合は、同種工事の経験を満たしていることが確認できる資料（最終の工程表等）を提出すること。
　・CORINS登録有りとする場合は、登録内容を事前に確認しておくこと。また、CORINSデータの写しを合わせて提出すること。
　・CORINSに登録されていない等で施工経験が証明できない場合は、同種工事の完成・引き渡しが完了した工事経験が確認できる書面（同種工事の施工経験が確認できる契約書類／施工計画書及び図面等）（契約書（工事名、契約金額、工期、発注者、請負者の確認できる部分）、配置図、平面図（類似施設の場合は同種工事に該当する部分を色分けし面積表を添付）、特記仕様書等従事役職の確認できる資料）、施主又は行政機関等に提出し受理された書類の写し、法令に基づき工事現場に掲示した標識の写真、施工体制台帳、施主等からの従事証明書等）の写しを添付すること。CORINSデータに数量等が登録されていない場合は、それらを確認できる契約書等の写しを添付すること。図面はＡ３以下に縮小のこと。
  ・同種工事の施工経験として記載した工事において●●の実績数量が確認できる書面（施工計画書及び図面等（特記仕様書、配置図、平面図、立面図、■■図等（回答する部分を色分けし面積表を添付））の写しを添付すること。図面はＡ３以下に縮小のこと。
　 ・同種工事がCORINSに登録を義務付けている発注機関の工事（500万円未満の工事は除く。）の場合は、CORINSに登録されていなければ、経験として認めない。
　 ・経常ＪＶにあっては、会社名欄に所属会社名（単体）を記入すること。
 　・記入する施工実績の発注機関名は、当該工事の契約日における名称とすること。
　 ・主任技術者にあっては、資格を証明する書面の写しを添付すること。ただし、建設業法による技術検定の資格については、合格証明書の写しとするが、合格証明書受領までの期間は、合格通知書の写しでも可とする。この場合、登録番号の記入は不要とする。なお、合格通知書で可とする期間は、合格通知日から６ヶ月間とする。
 　・監理技術者の場合は、監理技術者資格証（会社名が分かるもの）及び裏面の講習修了履歴の写し、または監理技術者資格者証の写し（会社名が分かるもの・裏面の写しも必要）及び監理技術者講習修了証の写しを添付すること。
【建築工事の場合】
・複数棟の工事をまとめて１件の工事として施工した場合は、当該資格要件に合致する建物１棟（廊下（開放廊下を除く）でつながっている物は１棟と見なす）の建物用途、構造・階数等を記載すること。（なお、CORINSでは、建物群全体の情報が記載されているため、異なる場合がある。）
【設備工事の場合】
・複数棟の工事をまとめて１件の工事として施工した場合は、当該資格要件に合致する建物１棟の建物用途、構造・階数等を記載すること。（なお、CORINSでは、建物群全体の情報が記載されているため、異なる場合がある。）。ただし、建物群全体の設備が一体のシステムとして機能を発揮するものの場合は、施工経験として認められる。
・[*1]複合用途建築物の場合、要求している建物用途に係る延べ面積を（　）書きで記載すること。
【設備工事の場合のみ】
・[*2]要求している工事種目全てが含まれる設備工事の施工実績を求めるものであり、工事種目の一部の実績のみの場合は不可とする。
  ・入札参加希望者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを確認するため、健康保険被保険者証の写し等を添付すること。なお、監理技術者資格者証の写しのより「直接的かつ恒常的な雇用関係」が確認できる場合は、添付の必要はない。
・添付するデータの形式は、ＰＤＦ形式及び一太郎PRO形式以下のもの又はＷｏｒｄ 2016形式のもの又はＥｘｃｅｌ 2016形式以下のものとして下さい。
　 ・配置予定技術者が入札説明書に示す在籍出向者である場合は、入札説明書に示す写しについてもあわせて提出すること。
	コメント欄　（本欄には発注者に対して、特に伝えたい事が有る場合のみ記入する。）



［　P.○／○○］
（別記様式３－３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
特例監理技術者の配置を予定している場合の確認事項
本工事に、特例監理技術者の配置を行う予定である場合、□に、「レ」または「■」と記載したうえで、添付すること。
	□
	特例監理技術者の配置を予定している。

	□
	①　建設業法第２６条第３項ただし書による監理技術者の職務を補佐する者を専任で配置すること。

	□
	④　同一の特例監理技術者が配置できる工事は、本工事を含め同時に２件までとする。

	□
	⑤　特例監理技術者が兼務を予定する他工事の施工場所は、入札説明書に記載している特例監理技術者が兼務できる施工場所（市町村）でなければならない。

	□
	上記項目を全て満たしている。


※　競争参加資格審査時においては、本資料（□欄に、「レ」または「■」の記載あり）の添付をもって特例監理技術者の配置を認めるものとするが、落札決定後、要件を満たしていることを確認するため、確認できる資料を速やかに提出すること。
（別記様式４）　                                               　　 （用紙Ａ４）
          　　        　　　　               　　　　　会社名は記載しないこと。
技術的所見（標準案）
（工事名：●●耐震改修工事）
　１．●●における品質の向上に関する施工計画及び●●に関する施工計画
　(1)施工計画（(施工方法等）
　　●●工事の技術的所見（標準案）については、以下のとおりとします。
　　【なお、技術提案が適正と認められた場合には、技術提案に基づき施工します。】
	具体的な施工方法等

	【技術的所見(標準案）】

１．●●における品質の向上に関する施工計画

　(1)施工計画（施工方法等）

  (ⅰ)●●に関する提案」

    ・設計図書に基づき施工する。

　(ⅱ)●●に関する提案
    ・設計図書に基づき施工する。

　(ⅲ)●●に関する提案
    ・設計図書に基づき施工する。

　(ⅳ)●●に関する提案
    ・設計図書に基づき施工する。
２．●●に関する施工計画

　(1)施工計画（施工方法等）

　(ⅴ)●●に関する工夫
    ・設計図書に基づき施工する。


                              ［　P.○／○○］                              

（別記様式５）（選抜された者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　             （用紙Ａ４）
【 注 】 文 字 サ イ ズ 10.5ポ イ ン ト 以 上 。 用紙の余 白 は上・左 ・右20m m、 下 15mmと す る こ と 。
【注 】提出 枚数は 補足 資料を 除き １提案 １枚と する 。
                   　　　            　　　　　　       会社名は記載しないこと。
技術提案書
「●●における品質の向上に関する施工計画」及び
「●●に関する施工計画」
（工事名：●●工事）
　　　　　　　　　　　　　　　
　●●工事の技術提案については、以下のとおりとします。
　本提案が適正と認められた場合には、本提案に基づいて施工します。
１．●●における品質の向上に関する施工計画（最大４提案）
　下記に 技術提案項目のねらい・概要（提案目的、標準案との相違点、期待される効果及び提案の確実性）を簡潔に述べ、提案項目に関する具体的な施工方法を記載する。
なお、提出枚数は補足資料は除き1提案1枚（Ａ４）とする。
	１．【技術提案項目：○○○○○】（技術提案項目を記載する）

	提案目的

(該当する視点を記載する)
	提案の概要

	標準案との相違点

	期待される効果   

　及び提案の確実性

	(ⅰ)●●に関する工夫

	○○･･･         

【注1】

・１提案（１技術）のみを記載すること
・最大20行程度とすること
	○○･･･
【注1】
・１提案（１技術）のみを記載すること
・最大20行程度とすること

・標準案の概算金額（直工）と技術提案の概算金額（直工）を記載すること。
例）
　標準案　Ｃ＝●百万円
　技術提案Ｃ＝●百万円
	○○･･･
【注1】
・１提案（１技術）のみを記載すること
・最大20行程度とすること

	【提案に関する具体的な施工方法】
【注２】



※留意事項（【注１】）は、全視点とも同様とする
※提案に関する具体的な施工方法の注意点【注２】は、以下のとおり。
・記載する文字数は1500字程度以内とし、写真・図表・ポンチ絵等は読み取れるものを枠内に収めること。
・上記で記載した提案（技術）について、具体的な施工方法（構造物別、部位、施工範囲、施工時期、材料（製品名 ）機器名 、期間、管理方法等も含む）を記載する 。
・当該提案の効果発現・確実性確保を目的として関連した技術を組み合わせる場合は、「提案に関する具体的な施工方法」に記載し、これらを一体的な提案として扱う。
・ただし、主提案とは関連しない別の提案（複数提案）と判断した場合は、当該視点についての技術提案（具体的な施工計画）は全て評価しない。
・必要に応じて 、「公共建築工事標準仕様書」その他技術基準等のページを引用して記載を省略しても良いが、説明が不十分と判断した場合は、評価しない。

　・技術提案に必要な図面等に対する質問は、８．（６）２）ウ）②に記載の期限内に提出すること。
なお、期限以降の提出分については回答しない。
提出時には留意事項及び記載例等を消去した様式としてよい。
［P.○／○○］

	２．【技術提案項目：○○○○○】（技術提案項目を記載する）

	提案目的
(該当する視点を記載する)
	提案の概要


	標準案との相違点


	期待される効果   

　及び提案の確実性

	(ⅱ)●●に関する工夫

	○○･･･
	○○･･･
	○○･･･

	【提案に関する具体的な施工方法】




	３．【技術提案項目：○○○○○】（技術提案項目を記載する）

	提案目的
(該当する視点を記載する)
	提案の概要


	標準案との相違点


	期待される効果   

　及び提案の確実性

	(ⅲ)●●に関する工夫

	○○･･･
	○○･･･
	○○･･･

	【提案に関する具体的な施工方法】




	４．【技術提案項目：○○○○○】（技術提案項目を記載する）

	提案目的
(該当する視点を記載する)
	提案の概要


	標準案との相違点


	期待される効果   

　及び提案の確実性

	(ⅳ)●●に関する工夫

	○○･･･
	○○･･･
	○○･･･

	【提案に関する具体的な施工方法】




２．利用条件等
  　（工業所有権等の排他的権利に係る事項、提案内容の公表に係る所見等について記述する。）
                              ［P.○／○○］

【別記様式５　施工計画作成に関する留意事項】
注１）本様式の枚数は提案数の枚数とする。（１提案１枚）補足資料は、１提案当たり最大３枚以内とする。
注２）上記項目の技術提案が不採用の場合は、技術的所見（標準案）（別記様式4）を提出することで標準案で参加することができる。
注３）技術提案(具体的な施工計画)は、最大４提案までとし、評価については５．(3)による。
注４）別記様式５の枠内（「技術提案項目」「提案の概要」「標準案との相違点」「期待される効果及び提案の確実性」）には１提案（１技術）のみを記載すること。
　　　　　　　・・・ 　《提案に関する具体的な施工方法》には、上記で記載した提案（技術）について、具体的な施工方法（構造物別、部位、施工範囲、施工時期、材料（製品名）、機器名、期間、管理方法等も含む）を記載すること。
　当該提案の効果発現・確実性確保を目的として、関連した技術を組み合わせる場合は、「提案に関する具縦的な施工方法」に記載し、これらを一体的な提案として扱う。
　ただし、主提案とは関連しない別の提案（複数提案）と判断した場合は、当該視点についての技術提案（具体的な施工計画）は全て評価しない。
注５）提案内容の記載にあたっては、「必要に応じて・・・」、「状況に応じて・・・」などの曖昧な表現は避ける。
注６）新技術・新工法を使用する場合、ＮＥＴＩＳ番号等を記入すること。なお、有用な新技術と位置づけられたものを評価し登録が終了しているものについては、効果が確認できる資料又は証明できる資料を添付すること。
注７）工事目的物の変更を伴う提案(施工計画）については、技術提案(具体的な施工計画)として認めない。必要な施工方法等の変更に起因して設計図書の一部変更を伴う場合はこの限りではない。なお、変更箇所について、標準案と同等以上の性能・機能を有することが確認できるよう記述することとし、この記述がない場合は技術提案(具体的な施工計画)として認めない。
注８）提案の目的：発注者側が求めている５．(3)に記載の該当する視点を記載すること。
注９）提案の概要：提案項目の内容について簡潔に記載すること。なお、本事項の記載がない技術提案は評価しない。
注10）標準案との相違点：標準案との相違点について簡潔に記入すること。なお、明確な記載がないものについては評価しない。
注11）期待される効果：技術提案(具体的な施工計画)の内容により、どのような効果が得られるか、また、技術提案(具体的な施工計画)の確実性について簡潔に記載すること。明確な記載がない技術提案(具体的な施工計画）は評価しない。
注12）提案に関する具体的な施工方法：上記で記載した技術提案事項について、具体的な施工方法（構造物別、部位、施工範囲、施工時期、材料(製品名)、機器名、期間、管理方法等も含む）について簡潔に記載すること。なお、施工実績があれば記載又は添付すること。ただし、本事項の記載がない技術提案(具体的な施工計画)は評価しない。
注13）下記に該当する場合は、加算点を与えない場合がある。
　　　イ)技術提案（具体的な施工計画）を標準案と同等と判断した場合
　　　ロ)技術提案事項は適正であっても、具体的な施工計画において、当該事項を実施する手法等が不備、不明確等であると判断した場合
注14）技術提案事項において、過度なコスト負担を要する（オーバースペックな）技術提案（以下「オーバースペックな技術提案」という）と判断した場合は「評価しない」とする。
注15）必要に応じて、補足資料（構造図や説明用図表、パンフレット、論文等の抜粋版）を添付し、得られる効果等を客観的に証明するよう努めること。なお、補足資料については、１提案当たり最大３枚以内とし、必要最小限の箇所を抜粋版として添付し、技術提案事項の根拠となる箇所についてアンダーライン等で明示すること。この処理を施していない場合、カタログ等の全てを添付している場合等、技術提案事項の補足資料として不明確と判断した場合は、評価する際の補足資料として取り扱わない場合があるので注意すること。
注16) 工業所有権等の排他的権利に係わる事項、提案内容の公表に係わる所見等を記入する。
注17) 提案毎に標準施工の場合と提案施工の場合の概算工事費（直工）を記載すること。なお、概算工事費は、技術提案に係る全ての金額とし、記載方法については標準案と技術提案との差額のみでも良い。また、概算工事費については、あくまで参考であり加点評価の対象ではない。（記載を義務付けるものではない）
［　P.○／○○］

（別記様式６）　                                               　　  （用紙A4）

          　　        　　　　               　　　　　会社名は記載しないこと。
施工計画
	●●に対する施工計画

※↓↑●●については発注者が記載する。

	■当該事項に対する

施工計画

	注）●●に対する施工計画を記載する上での現場条件も記載する

　　こと。


	
	


注１) 当該事項に対する施工計画は、発注者が示す仕様に基づく施工計画を求めるものであり、発注者が示す対策を求めるものではない。
注２）「本説明書の設計図書及び公共建築工事標準仕様書（●●工事編）等に示された施工方法に従って施工する。」という記述は認めない。
注３）公共建築工事標準仕様書（●●工事編）等に示された施工方法に従った施工であっても、当該工事の特徴を踏まえ、具体的に記述すること。

　　　なお、公共建築工事標準仕様書（●●工事編）等の当該箇所の転記や条項の引用は、差し支えない。

　　　　例：○○については、「公共建築工事標準仕様書（●●工事編）●章●節●．●．●」に従い・・・
　　　　　　・・とする。

注４）枚数は１枚とする。

注５）添付するデータの形式はPDF形式及び一太郎PRO形式以下のもの又はＷｏｒｄ 2016形式のもの又は
Ｅｘｃｅｌ 2016形式以下のものとしてください。

注６）発注者として新たに他機関又は他工事との協議又は調整が必要となるものは、原則認めない。
                              ［　P.○／○○］
（別記様式７－１）
                                                     　    令和　●年　●月　●日
分任支出負担行為担当官
中国地方整備局
●●事務所長　●●　●●　殿
支出負担行為担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿
契約担当官
中国地方整備局長　○○　○　殿　　　　　　　　　　　                      
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   住　　　　所：○　○
                                               商号又は名称：○　○
                                               代表者氏名　：○　○
                                                                 　  
工　事　費　内　訳　書
 工 　事 　名　○　○
 種目別内訳書
	　　　　名　　　称
	 数　量
	  単 位
	　 金　　額
	    備　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


(注）①直接工事費の工事種目毎の金額、共通費（共通仮設費、現場管理費、一般管理費等）の金額を記入するものとする。（用紙は横使いでも可）
②表計算ソフト（Excel2016形式以下のもの等）で作成し、提出すること。
③電子入札システムにより提出する場合は押印不要。
④紙により提出する場合は、押印（省略する場合は以下責任者・担当者の部署氏名、連絡先を記入すること）すること。　

 　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　              　　　　　

 　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　　　              　

 　連絡先①：　　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　
［Ｐ．○／○○］
（別記様式７－２）
 科目別内訳書（中科目別内訳書）
	 　　　　名　　　称
	 数　量
	  単 位
	   金　　額
	    備　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注)①工事種目毎の科目別の金額を記入するものとする。（用紙は横使いでも可）
②表計算ソフト（Excel2016形式以下のもの等）で作成し、提出すること。
［Ｐ．○／○○］
（別記様式７－３）
 細目別内訳書
	 　　名　　　称
	    摘　　要
	 数　量
	 単 位
	 単 価
	   金 　額
	備 考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


(注）①工事種目毎の科目別の金額を記入するものとする。（用紙は横使いでも可）
②表計算ソフト（Excel2016形式以下のもの等）で作成し、提出すること。
［Ｐ．○／○○］
（別記様式８）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　●年●月●日

確　　約　　書
工事名：　○○工事　　　　　　　　　　　　　　
　　　株式会社○○（以下「甲」という。）と株式会社△△（以下「乙」という。）は、
　　上記工事において、平成○○年○月○日に中国地方整備局○○河川国道事務所長よ
　　り下請企業表彰を受賞した乙を、下請予定者として活用することを合意したので確
　　約書を締結する。
　　　なお、乙が上記工事の入札に参加した場合には、甲は本確約書に基づく加算点評
　　価を得ず乙は自らの競争参加資格がないことを理解した。
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　　　　　　　　　　　　　　　甲　　　住所：　     　○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称： ○○ 　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名：   ○○
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　　　　　　　　　　　　　　　乙　　  住所：         ○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称   ○○　　 印 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名     ○○
※電子入札システムにより提出する場合は押印不要。
※紙により提出する場合は、押印（省略する場合は、以下責任者・担当者の部署氏名、連絡先を記入すること）すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　 　　　
　メールアドレス　　：　　　　　　　　　　　　  
［　P.○／○○］
（別記様式９）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

技能者の従事計画
  申請した工事の施工に従事する現場従事技能者は、以下のとおりとします。

また、申請した技能者の種類または職種が、申請した従事期間全ての期間に従事するもの
とします。
	現場従事技能者
	技能者の種類または職種
	具体的な従事期間

	現場従事技能者①


	・登録基幹技能者

種類：　※１　　　　　
・建設マスター

職種：　※２　　　　　
※登録基幹技能者または建設マスターのいずれかに○をつけること。
※入札説明書記載の種類または職種のうち１つを記載する。

	「○○○工事」、「○○○」←※発注者が入札説明書から記載について、登録基幹技能者又は優秀施工者国土交通大臣顕彰（建設マスター）の登録を有する技術者を下記の現場作業の期間に従事するものとします。

■具体的な従事期間：

「○○○工事」、「○○○」の

　　　↑※発注者が入札説明書から記載
　　　　　　　　　　　の期間
※具体的な従事期間の記載例
（建築工事の内装改修工事のうち、「塗装工事」又は「内装工事」又は「建具工事」のいずれか　「塗装工事」の全ての期間）
※複数の記載も可とする。
※技能者の種類・職種が該当する期間の全てに従事すること。


注１) 申請は１名までとし、加点評価も１名評価とする。
注２）本様式には技能者の氏名の記載は必要ない。
注３）現場従事技能者は、本工事の競争参加者が雇用している者又は下請予定者とする。また、本工事に配置　　予定の主任（監理）技術者とは別の技能者でなければならない。
注４）申請した技能者の従事計画について工事着手前に配置する者を定め、提出する施工計画書へ反映させる　　ものとする。該当資格の取得又は受賞実績、直接的な雇用関係及び履行状況について監督職員等の確認　　及び検査職員の検査を受けるものとする。
注５）該当する場合は、※１：種類「○○工事」又は「△△工事」
　　　　　　　　　　　※２：種類「●●工」又は「▲▲工」を記載するものとする。
［Ｐ　○／○］
（別記様式１１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
若手技術者等の雇用等
	□
若手技術者の雇用
【雇用評価】

	□
若手（若手技術者を除く）の雇用
【雇用評価】

	· 若手の資格取得　　　　　　　　　　　【資格取得評価】

	※↑該当する項目をチェックして下さい


	
	若手技術者・若手の雇用評価の場合
	若手の資格取得評価の場合

	
	以下を記載
	以下を記載

	○氏名
	
	

	○生年月日
	
	

	○技術者としての資格又は
	
	－


	卒業した学科等の名称
	
	

	※若手技術者の場合に記載
	
	

	○若手が取得した資格名
	－
	

	○若手が資格を取得した日
	－
	

	○学校等名称　※若手の場合に記載
	
	－

	○卒業年月日
	
	－

	○雇用された日
	
	

	○主たる業務内容
※若手技術者の場合に記載
	
	－


注１）上表の該当する項目について記載すること。 
注２）若手技術者の雇用評価については、技術者としての資格が確認できる資料又は国土交通省令
　　　で定める指定学科を卒業したことが確認できる資料を添付すること。なお、指定学科を卒業したことが確認できる資料とは、卒業証書や卒業証明書の写し等とする。
注３）若手（若手技術者を除く）の雇用評価については●●県内の中学校、高校、高専、大学等のいずれかを卒業したことが確認できる資料を添付すること。
なお、卒業したことが確認できる資料とは、卒業証書や卒業証明書の写し等とする。
注４）若手の資格取得評価を申請する場合については、若手が取得した資格及び取得した日を確認できる資　料（合格証明書又は合格通知書）の写しを添付すること。
注５）直接的雇用関係及び雇用された日が確認できる資料として「健康保険被保険者証」等の写しを
添付すること。若手の資格取得評価の場合も同様に写しを提出すること。
注６）上表の記載項目や確認のための添付資料に不備があった場合は評価しない場合がある。
［　P.○／○○］
（別記様式１２）                                            　　　　    （用紙Ａ4）
企業の地域内での施工実績
　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	工

事

名

称

等


	工事名
	 ○○○○○○工事

	
	発注機関名
	 □□□地方整備局

	
	受注者名
	 □□□

	
	施工場所
	 □□県□□市（都道府県名・市町村名）

	
	最終請負金額
	 ０００，０００，０００円 （消費税及び地方消費税を含む）　

	
	工期
	 平成　年　月～平成　年　月

	
	受注形態
	 単体／ＪＶ（出資比率）

	工

事

内容


	建物用途、構造、階数、規模、工事種目、工事内容　等

	  □□□
  □□□
  □□□


	ＣＯＲＩＮＳへの登録の有無

	 有り（登録番号を明記）又は無し


	
	


注）・CORINS登録有りとする場合は、登録内容を事前に確認しておくこと。
・CORINSに登録されていない等で施工実績が証明できない場合は、完成・引き渡しが完了した施工実績が確認できる書面（完成・引き渡しが完了した施工実績が確認できる契約書類／施工計画書及び図面等（契約書（工事名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認できる部分）、配置図、平面図、特記仕様書等）、施主又は行政機関等に提出し受理された書類の写し、法令に基づき工事現場に掲示した標識の写真、施工体制台帳、施主等からの従事証明書等）の写しを添付すること。CORINSデータに数量等が登録されていない場合は、それらを確認できる契約書等の写しを添付すること。図面はＡ３以下に縮小のこと。
・記入する施工実績の発注機関名は、当該工事の契約日における名称とすること。
・提出者が経常ＪＶの場合において、当該経常ＪＶ以外の経常ＪＶ又は特定建設工事共同企業体の工事を記入する場合は、単体の会社毎に記入し、その際、工事名の後に単体の会社名を記入すること。
・添付するデータの形式は、ＰＤＦ形式及び一太郎PRO形式以下のもの又はＷｏｒｄ 2016形式のもの又は
Ｅｘｃｅｌ 2016形式以下のものとして下さい。
	コメント欄
（本欄には発注者に対して、特に伝えたい事が有る場合のみ記入する。）


	


［　P.○／○○］
（別記様式１３）                                       　　　　    　　　（用紙Ａ4）

配置予定技術者の地域内での施工経験
	配置予定技術者の従事役職・eq \o\ad(\s\up11(（フリガナ）),氏名)
	主任（監理）技術者     eq \o\ad(\s\up11(○○),○)　eq \o\ad(\s\up11(○○),○)  eq \o\ad(\s\up11(○○),○)  eq \o\ad(\s\up11(○○),○)

	生年月日（和暦）
	昭和○○年○○月○○日

	工

事

名

称

等


	工事名
	 ○○○○○○工事

	
	発注機関名
	 □□□地方整備局

	
	受注者名
	 □□□

	
	施工場所
	 □□県□□市（都道府県名・市町村名）

	
	最終請負金額
	 ０００，０００，０００円 （消費税及び地方消費税を含む）　

	
	工期
	 平成　年　月～平成　年　月

	
	受注形態
	 単体／ＪＶ（出資比率）

	
	従事役職
	 現場代理人、主任（監理）技術者、工事主任等

	工

事

内容
	構造形式、規模・寸法、使用機材・数量、施工方法、等


	 □□□
 □□□  

 □□□


	ＣＯＲＩＮＳへの登録の有無
	有り（登録番号を明記）又は無し



注)・配置予定技術者を複数登録する場合は、別葉とする。
・「配置予定技術者の従事役職・eq \o\ad(\s\up8(（フリガナ）),氏名)」欄の「主任・（監理）技術者」はどちらかに見え消しをすること。
（例：主任（監理）技術者）
・CORINS登録有りとする場合は、登録内容を事前に確認しておくこと。
・CORINSに登録されていない等で施工経験が証明できない場合は、完成・引き渡しが完了した施工経験（従事役職を含む）が確認できる書面（完成・引き渡しが完了した施工経験が確認できる契約書類／施工計画書及び図面等（契約書（工事名、契約金額、工期、発注者、受注者の確認できる部分）、配置図、平面図、特記仕様書等従事役職の確認できる資料）、施主又は行政機関等に提出し受理された書類の写し、法令に基づき工事現場に掲示した標識の写真、施工体制台帳、施主等からの従事証明書等）の写しを添付すること。CORINSデータに数量等が登録されていない場合は、それらを確認できる契約書等の写しを添付すること。図面はＡ３以下に縮小のこと。
・記入する施工経験の発注機関名は、当該工事の契約日における名称とすること。
・経常ＪＶにあっては、会社名欄に所属会社名（単体）を記入すること。
・添付するデータの形式は、ＰＤＦ形式及び一太郎PRO形式以下のもの又はＷｏｒｄ 2016形式のもの又は
Ｅｘｃｅｌ 2016形式以下のものとして下さい。
	コメント欄

（本欄には発注者に対して、特に伝えたい事が有る場合のみ記入する。）

	


　P.○／○○］
（別記様式１４－１）                                         　　　　    （用紙Ａ4）

地元企業等活用計画
　○○工事の地元企業等活用計画については、以下のとおりとします

	地元一次下請の活用率　　


	一次下請全体の業者に占める地元企業一次下請金額割合

　　目標値： ○○ ％以上【整数以下切り捨て】


	入札参加希望者（一次下請企業購入分を含む）の地元資材の活用


	主要資材に占める地元資材の金額割合

≪活用率対象の主要資材：●●、●●≫

　　目標値： ○○ ％以上【整数以下切り捨て】


	
	


注１）上表に計上する一次下請とは、労務を伴うものとし、材料のみ、機械のみ契約のものは対象としない。
［　P.○／○○］

（別記様式１４－２）　

主要資材購入先予定表
※資材名、規格、使用予定数量は発注者側が記載すること
※商社を通さなければ購入できない資材又は、できないと想定される資材は、設定しないこと
	対象資材名
	規　格
	使　用
予　定

数　量
	資材購入費
	購入先企業名
	地元企業の本店所在地又は地元資材を使用しなかった理由
	備考



	主要資材金額計（ａ）
	　　　　　　　円
	
	
	

	生コンクリート
	21-8-20(25)
	　　　○m3
	　　　　　　　円
	（株）●●生コン
	●●県●●市●●町●●
	

	生コンクリート
	24-8-20(25)
	　　　○m3
	　　　　　　　円
	（株）●●生コン
	●●県●●市●●町●●
	施工計画による

	鉄筋
	SD345　D22
	　　　○t
	　　　　　　　円
	（株）■■鋼材
	○○のため
	

	鉄筋
	SD345　D19
	　　　○t
	　　　　　　　円
	（株）■■鋼材
	○○のため
	

	鉄筋
	SD345　D16
	　　　○t
	　　　　　　　円
	（株）■■鋼材
	○○のため
	

	鉄筋
	SD345　D13
	　　　○t
	　　　　　　　円
	（株）■■鋼材
	○○のため
	

	上記のうち地元資材金額計（ｂ）
	            　円
	
	
	

	地元資材の活用率（ｃ）＝（ｂ）／（ａ）


	 　　　　●●　　％ 
 　　　　※整数以下切り捨て
	【目標値：●●％】
	

	
	
	
	


  注１）購入予定先が複数ある場合は、欄を追加して記載すること。
　注２）地元資材の場合は企業の本店所在地、地元資材を使用しない場合はその理由を簡潔に記入すること。
　注３）技術提案で規格等変更する場合は備考欄に「技術提案による」と適切に明記し、資材購入費もその金額を記載すること。
　注４）算出された活用率（C）よりも、目標値は小さく設定してもかまわない。
［　P.○／○○］

（別記様式１８）

	令和○年○月○日

中国地方整備局

営繕部　営繕品質管理官　殿

	
	会　社　名
	○○建設(株)                                 　　
	

	
	競争参加工事名
	○○工事
	

	
	連　絡　先
	所属・氏名
	○○課　○○　○○
	

	
	
	TEL・FAX


	TEL：○○○－○○○－○○○○
Ｅ-mail:○○○＠○○.jp
	

	
	
	

	
	
	
	

	
	
	


［　P.○／○○］

（別記様式１９）

紙入札方式参加承諾願
１．発注件名：　○○工事
２．電子入札システムでの参加ができない理由

       ○　○　○
　上記の案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式での参加を承諾いただきますようお願いいたします。

　　　　　　　　　　　　　　　令和　●年　●月　●日

                                      住　所　○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　○○
※押印を省略する場合は以下に責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　      　　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　      　　　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
分任官の場合
　分任支出負担行為担当官

  中国地方整備局

　●●事務所長　●●　●●　殿

本官の場合 

　支出負担行為担当官

  中国地方整備局長
          ○○　○　殿
受託の場合又は複合予算の場合連名
　契約担当官
  中国地方整備局長
          ○○　○　殿

上記のとおり承諾します。

　　　令和　　年　　月　　日

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

                                        分任支出負担行為担当官　分任官の場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  中国地方整備局

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●●事務所長　●●　●●
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支出負担行為担当官　本官の場合
                                        中国地方整備局長
                                                ○○　○
                                        契約担当官
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国地方整備局長    受託の場合又は複合予算の場合連名
         　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○○　○
（別記様式２０）
紙入札業者登録
	業者名称
（必須）
	

	業者郵便番号
（必須）
	

	業者住所
（必須）
	

	部署名
（必須）
	

	代表者氏名
（必須）

	

	電子くじ番号
（必須）

	
	
	
	任意の３桁の数字
（０００～９９９）
を記載して下さい。

	代表者電話番号
（必須）
	

	代表メールアドレス
（任意）
	

	連絡先名称
（必須）
	

	連絡先氏名
（必須）
	

	連絡先住所
（必須）
	

	連絡先電話番号
（必須）
	

	連絡先メールアドレス
（任意）

	


注）文字（全角）がJIS第一水準・第二水準以外のもの（外字等）であるときは、
正字，カタカナ等の所定の文字に置き換えて下さい。
代表メールアドレス，連絡先メールアドレス以外の記載は、全て必須です。
「紙入札業者登録」の記載要領及び記載例
業者名称（必須）：全角
業者の商号又は名称を記載下さい。法人の種類の略号は用いないで下さい。
例）株式会社霞が関建設　　霞が関コンサルタント株式会社
業者郵便番号（必須）：半角
本社（本店）の郵便番号を“-（ハイフン）”で区切らず左詰めで記載下さい。
例）1008918
業者住所（必須）：全角
本社（本店）の住所を都道府県から記載下さい。市区町村に続く町名，街区符号及び住所番号を丁目，番及び号については“－（ハイフン）”を用いて記載下さい。
例）東京都千代田区霞が関２－１－３
部署名（必須）：全角
本社（本店）の電子入札関係部署の部課名を記載下さい。
例）本社営業部営業第一課
代表者氏名（必須）：全角
代表者の氏名を記載下さい。姓と名の間に“　（スペース）”を入れず、続けて記載下さい。　　例）神田太郎
電子くじ番号（必須）：全角
任意の３桁の数字（０００～９９９）を記載下さい。　　　例）１２３
代表者電話番号（必須）：半角
本社（本店）の代表電話番号を市外局番，局番，番号を“-（ハイフン）”で区切らず左詰めで記載下さい。　　例）0352538111
代表メールアドレス（任意）：半角
代表者のE-mailのアドレスを記載下さい。　　　例）t-kanda@ksmgsk.co.jp
連絡先名称（必須）：全角
支社（支店）の部課名を記載下さい。　　例）広島支店業務部営業課
連絡先氏名（必須）：全角
担当者の氏名を記載下さい。姓と名の間に“　（スペース）”を入れず、続けて記載下さい。　　　　例）中村一夫
連絡先住所（必須）：全角
支社（支店）の住所を都道府県から記載下さい。市区町村に続く町名，街区符号及び住所番号を丁目，番及び号については“－（ハイフン）”を用いて記載下さい。
例）広島県広島市中区上八丁堀６－３０
連絡先電話番号（必須）：半角
支社（支店）又は担当者の電話番号を市外局番，局番，番号を“-（ハイフン）”で区切らず左詰めで記載下さい。　　　例）0822119231
連絡先メールアドレス（任意）：半角
担当者のE-mailのアドレスを記載下さい。
例）k-nakamura@ksmgsk.co.jp
※↓同時提出の場合
（別記様式２１－１）

資料郵送等確認書【競争参加資格確認申請書】
                                        住　所　○○　
                                        会社名　○○
                                        代表者　○○
                                        担当者　○○
                                        連絡先　○○
	工事名
	  ○　○  工　事

	提出年月日
	  令和　　年　　月　　日（　）

	理由
	  提出資料等の容量が１０ＭＢを超えるため

	書類目録
（各目録ごとにペ
ージ数を記入く
ださい）
	

	
	 1.競争参加資格確認申請書(別記様式１－１)
               計

	１枚
△枚


	※郵送等により提出する場合にも、この様式に必要事項を記入したものを電子入札システムにより送信下さい。
※提出資料の容量が１０ＭＢを超える場合は、原則必要書類の一式及び電子データ（８．(3)に記載しているＰＤＦ形式）を提出して下さい。
※電子入札システムにより添付ファイルを送付又は、電子データを提出する際は、ウィルス対策ソフトにより添付ファイルのウイルスチェックを行って下さい。

	

	


※押印を省略する場合は以下に責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　　      　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　      　　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　：　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　

（別記様式２１－１）
【S型(WTO段階選抜)】資料郵送等確認書【競争参加資格確認申請書】
                                        住　所　○○　
                                        会社名　○○
                                        代表者　○○
                                        担当者　○○
                                        連絡先　○○
	工事名
	  ○　○  工　事

	提出年月日
	  令和　　年　　月　　日（　）

	理由
	  提出資料等の容量が１０ＭＢを超えるため

	書類目録
　　　　　　　　（各目録ごとにペ
ージ数を記入ください）
	

	
	1.競争参加資格確認申請書(別記様式１－１) 

2.入札説明書8．(4) 1)に定める施工実績を記載した書面(別記様式２)
3.入札説明書8．(4) 2)に定める配置予定技術者の資格等を記載した書面
(別記様式３)
4.入札説明書8．(4) 4)に定める様式例－１及び認定通知書の写し又は行動計画届出書（都道府県労働局の受領印付）の写し（外国法人については様式例－２及び内閣府による認定等相当確認通知書の写し）。（該当する場合のみ）
               計

	１枚
○枚
○枚
○枚
△枚


	※郵送等により提出する場合にも、この様式に必要事項を記入したものを電子入札システムにより送信下さい。
※提出資料の容量が１０ＭＢを超える場合は、原則必要書類の一式及び電子データ（８．(4)に記載しているＰＤＦ形式）を提出して下さい。
※電子入札システムにより添付ファイルを送付又は、電子データを提出する際は、ウィルス対策ソフトにより添付ファイルのウイルスチェックを行って下さい。



※押印を省略する場合は以下に責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　　      　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　      　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　：　　　　　　　　　　　　　　 　　
※↓同時提出の場合
（別記様式２１－２）
【ﾁｬﾚﾝｼﾞ型】資料郵送等確認書【技術資料等提出書】
                                        住　所　○○
                                        会社名　○○
                                        代表者　○○
                                        担当者　○○
                                        連絡先　○○
	工事名
	  ○　○  工　事

	提出年月日
	  令和　　年　　月　　日（　）に（郵送・持参）します。

	理由
	  提出資料等の容量が１０ＭＢを超えるため

	書類目録
　　　　　　　　（各目録ごとに
ページ数を記入ください）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（入札説明書により番号及び提出書類を修正すること）

	（ 項目は当該工事に適用しないものは削除し、番号を繰り上げる）
 1.技術資料等提出書(別記様式１－２) ←（同時提出の場合）
 2.入札説明書８．(3) 1)に定める施工実績を記載した書面(別記様式２)
 3.入札説明書８．(3) 2)に定める配置予定技術者の資格等を記載した書面(別記様式３) 【特例監理技術者の配置を認める工事の場合に添付】（該当する場合に合わせて添付→(別記様式３-3)）
 4.入札説明書８．(3) 3)に定める共済契約証書等の写し

 5.入札説明書８．(3) 4)に定める学習履歴証明書等の写し

　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 6.入札説明書８．(3) 5)に定める地域内で元請として完成・引き渡しが完了した工事の配置予定技術者の施工経験が確認できる書面
(別記様式１３)　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 7.入札説明書８．(3) 6)に定める「完成検査確認通知書」の写し

                    （該当する場合のみ記載すること）

 8.入札説明書８．(3) 7)①に定める地域内に本店を有することが確認できる資料（該当する場合のみ記載すること）
 9.入札説明書８．(3) 7)②に定める地域内で元請けとして完成・引き渡しが完了した工事の施工実績が確認できる書面）(別記様式１２)
（該当する場合のみ記載すること）
10.入札説明書８．(3) 8)に定める従業員への賃金引上げ計画の表明書及び法人税申告書の写し(別記様式３９－１又は別記様式３９－２及び別記様式４０) （該当する場合のみ記載すること）
　　　　　　　　　　　　　　　　　計
11.見積書及び根拠資料（入札説明書８．（9)に定める見積書）（別表－１）
             計
	１枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
△枚
○枚
△枚

	※郵送又は持参する場合にも、この様式に必要事項を記入したものを電子入札システムにより送信下さい。
※提出資料の容量が１０ＭＢを超える場合は、原則必要書類の一式及び電子データ（別記様式2，3（一太郎PRO形式以下のもの又はｗｏｒｄ2010形式のもの又はＥｘｃｅｌ2010形式以下のもの）と８．(3)に記載しているＰＤＦ形式）を郵送（必着のこと。）又は持参下さい。
※郵送するか持参するかの旨がわかるように、郵送・持参年月日の項目の該当する語句を訂正等下さい。
※電子入札システムにより添付ファイルを送付又は、電子データを郵送・持参する際は、ウィルス対策ソフトにより添付ファイルのウイルスチェックを行って下さい。

	


※押印を省略する場合は以下に責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　      　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　      　　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　

※↓同時提出の場合
（別記様式２１－２）
【企業能力評価型】資料郵送等確認書【技術資料等提出書】
                                        住　所　○○
                                        会社名　○○
                                        代表者　○○
                                        担当者　○○
                                        連絡先　○○
	工事名
	  ○　○  工　事

	提出年月日
	  令和　　年　　月　　日（　）に（郵送・持参）します。

	理由
	  提出資料等の容量が１０ＭＢを超えるため

	書類目録
　　　　　　　　（各目録ごとにペ
ージ数を記入ください）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	１枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
△枚
○枚
△枚

	
	（ 項目は当該工事に適用しないものは削除し、番号を繰り上げる）
 1.技術資料等提出書(別記様式１－２) ←（同時提出の場合）
 2.入札説明書８．(3) 1)に定める施工実績を記載した書面(別記様式２)
 3.入札説明書８．(3) 2)に定める配置予定技術者の資格等を記載した書
面(別記様式３) 【特例監理技術者の配置を認める工事の場合に添付】（該当する場合に合わせて添付→（別記様式３－３）
 4.入札説明書８．(3) 3)に定める共済契約証書等の写し

 5.入札説明書８．(3) 4)に定める表彰状の写し

　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 6.入札説明書８．(3) 5)に定める技能者の従事計画（別記様式９）　　　（該当する場合のみ記載すること）
 7.入札説明書８．(3) 6)に定める表彰状の写し及び下請企業を活用する
ことが確認できる書面（別記様式８）（該当する場合のみ記載すること） 
 8.入札説明書８．(3) 7)に定める「完成検査確認通知書」の写し

                  （該当する場合のみ記載すること）
9.入札説明書８．(3) 8)に定める週休2日工事の履行実績が確認できる
資料　　　　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
10.入札説明書８．(3) 9)①に定める地域内に本店又は支店又は営業所を
　 有することが確認できる資料（該当する場合のみ記載すること）
11.入札説明書８．(3) 9)②に定める地域内で元請けとして完成・引き渡しが完了した工事の施工実績が確認できる書面(別記様式１２)
　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
12.入札説明書８．(3) 9)③に定める若手技術者等の雇用が確認できる資
料(別記様式１１)　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
13.入札説明書８．(3) 10)に定める従業員への賃金引上げ計画の表明書及び法人税申告書の写し(別記様式３９－１又は別記様式３９－２及び別記様式４０)（該当する場合のみ記載すること）
　　　　　　　計
14.見積書及び根拠資料（入札説明書８．（9)に定める見積書）（別表－１）
              計
	

	※郵送又は持参する場合にも、この様式に必要事項を記入したものを電子入札システムにより送信下さい。
※提出資料の容量が１０ＭＢを超える場合は、原則必要書類の一式及び電子データ（別記様式2，3（一太郎PRO形式以下のもの又はｗｏｒｄ2016形式のもの又はＥｘｃｅｌ2016形式以下のもの）と８．(3)に記載しているＰＤＦ形式）を郵送（必着のこと。）又は持参下さい。
※郵送するか持参するかの旨がわかるように、郵送・持参年月日の項目の該当する語句を訂正等下さい。
※電子入札システムにより添付ファイルを送付又は、電子データを郵送・持参する際は、ウィルス対策ソフトにより添付ファイルのウイルスチェックを行って下さい。

	


※押印を省略する場合は以下に責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　　　        　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　        　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　
※↓同時提出の場合
（別記様式２１－２）
【Ⅱ型】資料郵送等確認書【技術資料等提出書】
                                        住　所　○○
                                        会社名　○○
                                        代表者　○○
                                        担当者　○○
                                        連絡先　○○
	工事名
	  ○　○  工　事

	提出年月日
	  令和　　年　　月　　日（　）に（郵送・持参）します。

	理由
	  提出資料等の容量が１０ＭＢを超えるため

	書類目録
　　　　　　　　（各目録ごとにペ
ージ数を記入ください）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（入札説明書により番号及び提出書類を修正すること）

	

	
	（ 項目は当該工事に適用しないものは削除し、番号を繰り上げる）
 1.技術資料等提出書(別記様式１－２) ←（同時提出の場合）
 2.入札説明書８．(3) 1)に定める施工実績を記載した書面(別記様式２)
 3.入札説明書８．(3) 2)に定める配置予定技術者の資格等を記載した書面(別記様式３)
 4.入札説明書８．(3) 3)に定める共済契約書等の写し

 5.入札説明書８．(3) 4)及び 6)に定める表彰状の写し

　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 6.入札説明書８．(3) 5)に定める技能者の従事計画（別記様式９）　　　　 （該当する場合のみ記載すること）
 7.入札説明書８．(3) 7)に定める学習履歴証明書等の写し

　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 8.入札説明書８．(3) 8)に定める表彰状の写し及び下請企業を活用することが確認できる書面（別記様式８）（該当する場合のみ記載すること）
 9.入札説明書８．(3) 9)に定める「完成検査確認通知書」の写し

                    （該当する場合のみ記載すること）
10.入札説明書８．(3) 10)に定める週休２日工事の履行実績が確認できる資料　　　　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
11.入札説明書８．(3) 11)①に定める地域内に本店又は支店又は営業所を有することが確認できる資料      （該当する場合のみ記載すること）
12.入札説明書８．(3) 11)②に定める地域内で元請けとして完成・引き渡しが完了した工事の施工実績が確認できる書面(別記様式１２)
　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
13.入札説明書８．(3) 11)③に定める地域内で元請として完成・引き渡しが完了した工事の配置予定技術者の施工経験が確認できる書面(別記様式１３)　　　　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
14.入札説明書８．(3) 11)④に定める若手技術者等の雇用が確認できる資料(別記様式１１) （該当する場合のみ記載すること）
15.入札説明書８．(3) 12)に定める従業員への賃金引上げ計画の表明書及
び法人税申告書の写し(別記様式３９－１又は別記様式３９－２及び
別記様式４０) （該当する場合のみ記載すること）
　　　　　　　計
16.見積書及び根拠資料（入札説明書８．（9)に定める見積書）（別表－１）
             計
	１枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
△枚
○枚
△枚


	※郵送又は持参する場合にも、この様式に必要事項を記入したものを電子入札システムにより送信下さい。
※提出資料の容量が１０ＭＢを超える場合は、原則必要書類の一式及び電子データ（別記様式2，3（一太郎PRO形式以下のもの又はｗｏｒｄ2016形式のもの又はＥｘｃｅｌ2016形式以下のもの）と８．(3)に記載しているＰＤＦ形式）を郵送（必着のこと。）又は持参下さい。
※郵送するか持参するかの旨がわかるように、郵送・持参年月日の項目の該当する語句を訂正等下さい。
※電子入札システムにより添付ファイルを送付又は、電子データを郵送・持参する際は、ウィルス対策ソフトにより添付ファイルのウイルスチェックを行って下さい。

	


※押印を省略する場合は以下に責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　　      　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　      　　　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　：　　　　　　　　　　　 　　　　　
※↓同時提出の場合
（別記様式２１－２）
【Ⅰ型】資料郵送等確認書【技術資料等提出書】
                                        住　所　○○
                                        会社名　○○
                                        代表者　○○
                                        担当者　○○
                                        連絡先　○○
	工事名
	  ○　○  工　事

	提出年月日
	  令和　　年　　月　　日（　）に（郵送・持参）します。

	理由
	  提出資料等の容量が１０ＭＢを超えるため

	書類目録
　　　　　　　　
（各目録ごとにページ数を記入ください）
（入札説明書により番号及び提出書類を修正すること）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	

	
	（ 項目は当該工事に適用しないものは削除し、番号を繰り上げる）
 1.技術資料等提出書(別記様式１－２) ←（同時提出の場合）
 2.入札説明書８．(3) 1)に定める施工実績を記載した書面(別記様式２)
 3.入札説明書８．(3) 2)に定める配置予定技術者の資格等を記載した書面(別記様式３)
 4.入札説明書８．(3) 4)に定める共済契約書等の写し

 5.入札説明書８．(3) 5)及び 7)に定める表彰状の写し

　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 6.入札説明書８．(3) 6)に定める技能者の従事計画（別記様式９）　　　　 （該当する場合のみ記載すること）
 7.入札説明書８．(3) 8)に定める学習履歴証明書等の写し

　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 8.入札説明書８．(3) 9)に定める表彰状の写し及び下請企業を活用することが確認できる書面（別記様式８）（該当する場合のみ記載すること）
 9.入札説明書８．(3) 10)に定める「完成検査確認通知書」の写し

                    （該当する場合のみ記載すること）
10.入札説明書８．(3) 11)に定める週休２日工事の履行実績が確認できる資料　　　　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
*.入札説明書８．(3) *)に定める地域貢献に関する地元企業等活用計画書（別記様式１４－１）　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
*.入札説明書８．(3) *)に定める入札参加希望者又は一次下請企業の地元資材の活用率が確認できる主要資材購入先予定表（別記様式１４－２）
　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
11.入札説明書８．(3) 12)①に定める地域内に本店又は支店又は営業所を有することが確認できる資料      （該当する場合のみ記載すること）
12.入札説明書８．(3) 12)②に定める地域内で元請けとして完成・引き渡しが完了した工事の施工実績が確認できる書面(別記様式１２)
　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
13.入札説明書８．(3) 12)③に定める地域内で元請として完成・引き渡しが完了した工事の配置予定技術者の施工経験が確認できる書面(別記様式１３)　　　　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
14.入札説明書８．(3) 12)④に定める若手技術者等の雇用が確認できる資料(別記様式１１) （該当する場合のみ記載すること）
15.入札説明書８．(3) 13)に定める従業員への賃金引上げ計画の表明書及
び法人税申告書の写し(別記様式３９－１又は別記様式３９－２及び
別記様式４０) （該当する場合のみ記載すること）
　　　　　　　計
16. 施工計画関係　資料一覧（別記様式１－４）

17. 入札説明書８．(3) 3)に定める施工計画）を記載した書面

18. 施工計画における説明資料（必要に応じて添付すること）

計
19.見積書及び根拠資料（入札説明書８．（10)に定める見積書）（別表－１）
             計
	１枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
△枚
○枚
○枚
○枚
△枚
○枚
△枚


	※郵送又は持参する場合にも、この様式に必要事項を記入したものを電子入札システムにより送信下さい。
※提出資料の容量が１０ＭＢを超える場合は、原則必要書類の一式及び電子データ（別記様式2，3（一太郎PRO形式以下のもの又はｗｏｒｄ2016形式のもの又はＥｘｃｅｌ2016形式以下のもの）と８．(3)に記載しているＰＤＦ形式）を郵送（必着のこと。）又は持参下さい。
※郵送するか持参するかの旨がわかるように、郵送・持参年月日の項目の該当する語句を訂正等下さい。
※電子入札システムにより添付ファイルを送付又は、電子データを郵送・持参する際は、ウィルス対策ソフトにより添付ファイルのウイルスチェックを行って下さい。

	


※押印を省略する場合は以下に責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　　      　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　　      　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　
　メールアドレス　：　　　　　　　　　　　　　 　　　　
（別記様式２１－２）（選抜された者）
提出競争参加資格確認申請書（二次審査）
                                        住　所　○○
                                        会社名　○○
                                        代表者　○○
                                        担当者　○○
                                        連絡先　○○
	工事名
	  ○　○  工　事

	提出年月日
	  令和　　年　　月　　日（　）に（郵送・持参）します。

	理由
	  提出資料等の容量が１０ＭＢを超えるため

	書類目録
　　　　　　　　（各目録ごとにページ数を記入ください）
（入札説明書により番号及び提出書類を修正すること）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

	
	（ 項目は当該工事に適用しないものは削除し、番号を繰り上げる）
 1. 競争参加資格確認申請書（二次審査）(別記様式１－２)
 2. 入札説明書８.(4) 4に定める技術提案（具体的な施工計画）及び技術的所見を記載した書面

 3. 施工計画における説明資料(8.(4) 4)の補足説明の注意書きに準じて必要に応じて添付すること）
4.入札説明書８．(4) 5)に定める従業員への賃金引上げ計画の表
明書及び法人税申告書の写し(別記様式３９－１又は別記様式
３９－２及び別記様式４０)（該当する場合のみ記載すること）
　　　　　　　計
	１枚
○枚
○枚
○枚
△枚

	※郵送又は持参する場合にも、この様式に必要事項を記入したものを電子入札システムにより送信下さい。
※提出資料の容量が１０ＭＢを超える場合は、原則必要書類の一式及び電子データ（別記様式2，3（一太郎PRO形式以下のもの又はｗｏｒｄ2016形式のもの又はＥｘｃｅｌ2016形式以下のもの）と８．(4)に記載しているＰＤＦ形式）を郵送（必着のこと。）又は持参下さい。
※郵送するか持参するかの旨がわかるように、郵送・持参年月日の項目の該当する語句を訂正等下さい。
※電子入札システムにより添付ファイルを送付又は、電子データを郵送・持参する際は、ウィルス対策ソフトにより添付ファイルのウイルスチェックを行って下さい。

	


※押印を省略する場合は以下に責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　       　　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　       　　　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　　　 　　　　　　　
　メールアドレス　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　
※↓通常提出の場合
（別記様式２１－３）
【S型(非WTO)】資料郵送等確認書【競争参加資格申請書】
                                        住　所　○○
                                        会社名　○○
                                        代表者　○○
                                        担当者　○○
                                        連絡先　○○
	工事名
	   ○　○　工事

	郵送・持参年月日
	  令和　　年　　月　　日（　）に（郵送・持参）します。

	郵送・持参理由
	  提出資料等の容量が１０ＭＢを超えるため

	郵送・持参書類目録
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各目録ごとにページ数を記入ください）
（入札説明書により番号及び提出書類を修正すること）

	

	
	 （ 項目は当該工事に適用しないものは削除し、番号を繰り上げる）
 1.競争参加資格確認申請書(別記様式１－１)
2.入札説明書８．(3) 1)に定める施工実績を記載した書面(別記様式２)
 3.入札説明書８．(3) 2)に定める配置予定技術者の資格等を記載した書面(別記様式３)
 4.入札説明書８．(3) 4)に定める共済契約証書等の写し

 *.入札説明書８．(3) *)及び*)に定める公共建築工事標準仕様書等を適用した 施工実績が確認できる資料
 （該当する場合のみ記載すること）

 5.入札説明書８．(3) 5)及び 7)に定める表彰状の写し

　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 6.入札説明書８．(3) 6)に定める技術者の従事計画（別記様式９）
（該当する場合のみ記載すること）
 7.入札説明書８．(3) 8)に定める学習履歴証明書等の写し

　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
 8.入札説明書８．(3) 9)に定める表彰状の写し及び下請企業を活用するこが確認出来る書面（別記様式８）
   （該当する場合のみ記載すること）
 9.入札説明書８．(3) 10)に定める「完成検査確認通知書」の写し

                （該当する場合のみ記載すること）
10.入札説明書８．(3) 11)に定める週休２日工事の履行実績が確認できる 　資料（該当する場合のみ記載すること）
*.入札説明書８．(3) *)に定める地域貢献に関する地元企業等活用計画書（別記様式１４－１）（該当する場合のみ記載すること）
*.入札説明書８．(3) *)に定める入札参加希望者又は一次下請企業の地元資材の活用率が確認できる主要資材購入先予定表（別記様式１４－２）　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
11.入札説明書８．(3) 12)に定める地域内に本店、支店又は営業所を有することが確認できる資料

12.入札説明書８．(3) 12)に定める地域内で元請として完成・引き渡しが完了した工事の施工実績が確認できる書面別記様式１２）
　　　　　　　　　　（該当する場合のみ記載すること）
13.入札説明書８．(3) 13)に定める従業員への賃金引上げ計画の表明書及
び法人税申告書の写し(別記様式３９－１又は別記様式３９－２及び
別記様式４０) （該当する場合のみ記載すること）
　　　　
計
14. 技術提案関係　資料一覧（別記様式１－３）
15. 入札説明書８．(3) 3)に定める技術提案（具体的な施工計画）及び技術的所見を記載した書面

16. 施工計画説明資料（必要に応じて添付すること）
計
17.見積書及び根拠資料（入札説明書８．（*)に定める見積書）（別表－１）
計

	１枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
○枚
△枚
○枚
○枚
○枚
△枚
○枚
△枚


	※郵送又は持参する場合にも、この様式に必要事項を記入したものを電子入札システムにより送信下さい。
※提出資料の容量が１０ＭＢを超える場合は、原則必要書類の一式及び電子データ（別記様式2，3（一太郎PRO形式以下のもの又はｗｏｒｄ2016形式のもの又はＥｘｃｅｌ2016形式以下のもの）と８．(3)に記載しているＰＤＦ形式）を郵送（必着のこと。）又は持参下さい。
※郵送するか持参するかの旨がわかるように、郵送・持参年月日の項目の該当する語句を訂正等下さい。
※電子入札システムにより添付ファイルを送付又は、電子データを郵送・持参する際は、ウィルス対策ソフトにより添付ファイルのウイルスチェックを行って下さい。


	


※押印を省略する場合は以下に責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　　      　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　　      　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　 　　　　
（別記様式２２）
ＩＣカード変更承諾申請書
 １．発注件名     ○○工事
	 ２．変更後企業ＩＤ


	○


	○


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


 ３．変更理由     ○○
　上記案件について、電子入札システムにより入札に参加することとしていますが、使用しているＩＣカードについて上記理由により開札までの間に使用できなくなることから、ＩＣカードの変更を承諾されたく申請します。
令和  ●年  ●月 ●日
住     所　　○○
氏     名 　 ○○　                     
　　　　　　　　　※押印を省略する場合は以下に責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　      　　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　      　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　　　       　　
分任官の場合
　　分任支出負担行為担当官

  　中国地方整備局

　　●●事務所長　●●　●●　殿

本官の場合 

　　支出負担行為担当官

  　中国地方整備局長
    　      ○○　○　殿
受託の場合又は複合予算の場合連名
　　契約担当官
  　中国地方整備局長
    　      ○○　○　殿
 
上記について承諾します。
令和    年    月    日
                            殿
                                                分任支出負担行為担当官　分任官の場合
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 中国地方整備局

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●●事務所長　●●　●●
↑予算により書換
(別記様式２６)

申　　　出　　　書
                                                          令和　●年　●月　●日

分任官の場合
　　分任支出負担行為担当官

  　中国地方整備局

　　●●事務所長　●●　●●　殿

本官の場合 

　　支出負担行為担当官

  　中国地方整備局長
    　      ○○　○　殿
受託の場合又は複合予算の場合連名
　　契約担当官
  　中国地方整備局長
    　      ○○　○　殿
                                     住所      ○○
                                     商号又は名称      ○○
                                     代表者氏名　　  ○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※連絡先 担当者氏名   ○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       電話番号   ○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       e-Mail   ○○
     件　　　名    ○  ○
上記について、入札書を提出しているところですが、下記の理由により配置予定技術者を配置できなくなった旨申し出ます。
  【配置できなくなった理由】
       ○ ○ ○ ○
注１）本申出書を提出する際に、配置予定技術者が配置できなくなった理由を証明する資料を必ず添付すること。
注２）他の工事を落札したこと等により配置できなくなった場合は、落札した工事の発注機関名、件名、落札決定日を記載し、落札したことを証明する資料を添付すること。
注３）電子入札システムにより提出する場合は押印不要。
注４）紙により提出する場合は、押印（省略する場合は以下責任者・担当者の部署氏名、連絡先を記入すること）すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　　　　　
(別記様式２６－１)

申　　　出　　　書
                                                          令和　●年　●月　●日

分任官の場合
　　分任支出負担行為担当官

  　中国地方整備局

　　●●事務所長　●●　●●　殿

本官の場合 

　　支出負担行為担当官

  　中国地方整備局長
    　      ○○　○　殿
受託の場合又は複合予算の場合連名
　　契約担当官
  　中国地方整備局長
    　      ○○　○　殿
                                     住所      ○○
                                     商号又は名称      ○○
                                     代表者氏名　　  ○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※連絡先 担当者氏名   ○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       電話番号   ○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       e-Mail   ○○
     件　　　名    ○  ○
上記について、入札書を提出しているところですが、下記の理由により配置予定技術者を配置できなくなった旨申し出ます。
  【配置できなくなった理由】
       ○ ○ ○ ○
注１）本申出書を提出する際に、配置予定技術者が配置できなくなった理由を証明する資料を必ず添付すること。
注２）他の工事を落札したこと等により配置できなくなった場合は、落札した工事の発注機関名、件名、落札決定日を記載し、落札したことを証明する資料を添付すること。
注３）電子入札システムにより提出する場合は押印不要。
注４）紙により提出する場合は、押印（省略する場合は以下責任者・担当者の部署氏名、連絡先を記入すること）すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　　　　　
(別記様式２６－２)

申　　　出　　　書
                                                          令和　●年　●月　●日

分任官の場合
　　分任支出負担行為担当官

  　中国地方整備局

　　●●事務所長　●●　●●　殿

本官の場合 

　　支出負担行為担当官

  　中国地方整備局長
    　      ○○　○　殿
受託の場合又は複合予算の場合連名
　　契約担当官
  　中国地方整備局長
    　      ○○　○　殿
                                    住所      ○○
                                     商号又は名称      ○○
                                     代表者氏名　　  ○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※連絡先 担当者氏名   ○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       電話番号   ○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       e-Mail   ○○
     件　　　名    ○  ○
上記について、入札書を提出しているところですが、他の工事を落札したこと等により専任補助者を配置できなくなった旨申し出ます。
  【落札した工事】
発注機関名
件　　　名
落札決定日　　　令和　　年　　月　　日
注）本申出書を提出する際に他工事を落札したこと等を証明する資料（落札者決定通知書等）の写しを必ず添付すること。他の工事を落札したこと等により配置できなくなった場合
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　　　　　
(別記様式２７)

申　　　出　　　書
                                                          令和　●年　●月　●日
分任官の場合
　　分任支出負担行為担当官

  　中国地方整備局

　　●●事務所長　●●　●●　殿

本官の場合 

　　支出負担行為担当官

  　中国地方整備局長
    　      ○○　○　殿
受託の場合又は複合予算の場合連名
　　契約担当官
  　中国地方整備局長
    　      ○○　○　殿
                                     住所    ○○
                                     商号又は名称    ○○
                                     代表者氏名　　○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※連絡先 担当者氏名   ○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       電話番号   ○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       e-Mail   ○○
     件　　　名   ○○
  上記工事について、令和●年●月●日付けで施工体制確認型総合評価に係るヒアリング資料の提出を求められているところですが、当社の都合により追加資料の提出が出来ない旨申し出ます。
注１）電子入札システムにより提出する場合は押印不要。
注２）紙により提出する場合は、押印（省略する場合は以下責任者・担当者の部署氏名、連絡先を記入すること）すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　　　　　
（別記様式２８）

	令和○年○月○日

支出負担行為担当官

中国地方整備局長

○○　○○　殿



	
	会　社　名
	○○建設(株)                                 　　
	

	
	競争参加工事名
	○○工事
	

	
	連　絡　先
	所属・氏名
	○○課　○○　○○
	

	
	
	TEL・FAX


	TEL：○○○－○○○－○○○○
Ｅ-mail:○○○＠○○.jp
	

	
	通知された加算点に対する質問・意見等
	

	
	
	

	
	
	


［　P.○／○○］

※落札決定後すみやかに提出すること
（別記様式３５）
紙契約方式承諾願
工　事　名：　○○工事
　当該案件は、電子契約システムを利用しての契約手続きができないため、紙契約方式での手続きをいたします。
　　　　　　　　　　　　　　　令和　●年　●月　●日
                                      住　所　○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　○○
分任官の場合
　分任支出負担行為担当官
  中国地方整備局
　●●事務所長　●●　●●　殿
本官の場合 
　支出負担行為担当官
  中国地方整備局長
          ○○　○　殿
受託の場合又は複合予算の場合連名
　契約担当官
  中国地方整備局長
          ○○　○　殿
※押印を省略する場合は以下に責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　
　メールアドレス　：　　　　　　　　　　　　　　　　　

上記のとおり承諾します。
　　　令和　　年　　月　　日
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿
                                      分任支出負担行為担当官　分任官の場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  中国地方整備局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●●事務所長　●●　●●
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支出負担行為担当官　本官の場合
                                      中国地方整備局長
                                                ○○　○
                                      契約担当官
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国地方整備局長    受託の場合又は複合予算の場合連名
         　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○○　○
【大企業用】
（別記様式３９－１）
従業員への賃金引上げ計画の表明書
当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年）において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とすること

を表明いたします。
　　従業員と合意したことを表明いたします。
令和　年　　月　　日
　　株式会社○○○○
　　（法人番号を記載）
　　（住所を記載）
　　代表者氏名　○○　○○　　
　　上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。
令和　年　　月　　日
　　株式会社○○○○
　　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
　　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印
【※本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明書以外のところで従業員に賃上げを表明している場合は下段を選択してください。】
【※本表明書については、従業員代表及び給与または経理担当者が押印した書類の写しの提出とする。】
（留意事項）
１．事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度及びその前年度の
「法人事業概況説明書」を当該事業年度終了月の翌々月末までに中国地方整
備局総務部契約課に提出してください。
ただし、法人税法（昭和40年法律第34号）第75条の２の規定により申告書
の提出期限の延長を実施した場合は、同条の規定により税務署へ提出した申請
書の写しについて賃上げを表明した事業年度終了月の翌々月までに中国地方整
備局総務部契約課に提出することにより、同条の規定により延長された期限と
同じ期限に延長するものとします。
なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作
成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を
提出してください。
２．暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年及びその前年の「給与所
得の源泉徴収票等の法定調書合計表」を翌年の１月末までに中国地方整備局総
務部契約課に提出してください。
３．上記１.又は２.による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない
場合若しくは本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記
確認書類を期限までに提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価
落札方式による入札に参加する場合、技術点又は加算点を減点するものとします。
４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が
行われる調達に参加する場合に行われることとなります。ただし、減点事由の
判明の時期により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点措置開始時
に当該事由を確認した中国地方整備局総務部契約課により適宜の方法で通知す
るものとします。
５．表明書の従業員代表、給与又は経理担当者（以下、従業員代表等）については
特定の立場・役職等により制約するものではなく、提出者の実情に応じて選出
していただくことで構いません。なお、従業員代表等の押印がない場合は加点
対象となりません。表明書の提出は、押印した書類の写しとします。
【中小企業用】

（別記様式３９－２）
従業員への賃金引上げ計画の表明書
当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年）において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とすること
を表明いたします。
　　従業員と合意したことを表明いたします。
令和　年　　月　　日
　　株式会社○○○○
　（法人番号を記載）
（住所を記載）
　　代表者氏名　○○　○○　　
　　上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。
令和　年　　月　　日
　　株式会社○○○○
　　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
　　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印
【※本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明書以外のところで従
業員に賃上げを表明している場合は下段を選択してください。】
【※本表明書については、従業員代表及び給与又は経理担当者が押印した書類の写しの提出とする。】
【※本表明書と併せて直近の事業年度の「法人税申告書別表１」を提出すること。
　なお、「中小企業等」とは、法人税法第66 条第2 項又は第3 項に該当する者のことをいう。ただし、同条第6 項に該当するものは除く。】
（留意事項）
1． 事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度及びその前年度の
「法人事業概況説明書」を当該事業年度終了月の翌々月末までに中国地方整
備局総務部契約課に提出してください。
ただし、法人税法（昭和40年法律第34号）第75条の２の規定により申告
書の提出期限の延長を実施した場合は、同条の規定により税務署へ提出した申
請書の写しについて賃上げを表明した事業年度終了月の翌々月までに中国地方
整備局総務部契約課に提出することにより、同条の規定により延長された期限
と同じ期限に延長するものとします。
なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作
成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を
提出してください。
2． 暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年及びその前年の「給与所
得の源泉徴収票等の法定調書合計表」を翌年の１月末までに中国地方整備局総
務部契約課に提出してください。
3． 上記１.又は２.による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない
場合若しくは本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記
確認書類を期限までに提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価
落札方式による入札に参加する場合、技術点又は加算点を減点するものとします。
4． 上記３.による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行
われる調達に参加する場合に行われることとなります。ただし、減点事由の判明
の時期により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点措置開始時に当該
事由を確認した中国地方整備局総務部契約課により適宜の方法で通知するものと
します。
5． 表明書の従業員代表、給与又は経理担当者（以下、従業員代表等）については特
定の立場・役職等により制約するものではなく、提出者の実情に応じて選出して
いただくことで構いません。なお、従業員代表等の押印がない場合は加点対象と
なりません。表明書の提出は、押印した書類の写しとします。
※↓賃上げに関して、中小企業等が表明する場合、直近の事業年度の法人税申告書の写しを添付。
（用紙Ａ４）
（別記様式４０）
※機密性３情報を取り扱う場合は必須。機密性２情報の場合は必要に応じて記載、機密性１情報の場合は記載しない。←削除
（別記様式４１）
提出日　令和　　年　　月　　日
情報取扱者名簿及び情報管理体制図
1 情報取扱者名簿　（情報取扱者は本工事の遂行のために最低限必要な範囲の者とすること。（※１））
	
	氏　名


	住　所(※５)
	生年月日(※５)
	会社名・所

属部所
	役　職



	情報管理責任者(※２)
	Ａ

	
	
	
	
	

	情報取扱管理者(※３)
	Ｂ
	
	
	
	
	

	
	Ｃ
	
	
	
	
	

	工事従事者
(※４)
	Ｄ
	
	
	
	
	

	
	Ｅ
	
	
	
	
	

	下請先
	Ｆ
	
	
	
	
	


（※１）受注者における情報取扱者の範囲については、必要に応じ受発注者間で協議すること。
（※２）本工事における情報取扱のすべてに責任を有する者。
（※３）本工事の進捗状況などの管理を行う者で、本工事で知り得た保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。
（※４）本工事で知り得た保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。
（※５）住所及び生年月日が記載されている書類を発注者に対して提示することをもって様式の記載に代えることができる。ただし、担当部局の求めに応じて再度提示できるよう適切に当該書類を保管すること。※このほか、日本国籍以外の国籍を有する者については、国籍やパスポート番号等を別途報告するものとする。なお、報告の方法については受発注者間で協議して決定することができる。
②情報管理体系図
（例）



※本工事の遂行にあたって、保護すべき情報を取り扱うすべての者を記載すること（下請先も含む）。
③その他
・社内で定める情報管理規則等の内規を別途添付すること。なお、国際規格等に基づき適切に情報管理が行われていることが確認できる場合においては、その認証書等（写しを含む）で代用することができる。
・記載内容確認のため、必要に応じ追加で資料の提出を求める場合がある。
（別記様式-ａ）
工 事 開 始 日 等 通 知 書
                                        　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
分任官の場合
（分任支出負担行為担当官
中国地方整備局
●●事務所長　●●　●●　殿
本官の場合
支出負担行為担当官
中国地方整備局長　●●　●●　殿
受託の場合又は複合予算の場合連名
契約担当官
中国地方整備局長　●●　●●　殿
住        所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　印
次のとおり工事開始日及び工期末を定めましたので通知します。
	工事名
	○○○工事

	工事名
	○○県○○市○○０－００－０

	契約予定年月日
	令和　　年　　月　　日

	工事の始期
	令和　　年　　月　　日

	工期

	工 事 の 始 期 か ら
（●●●日間）
令和　　年　　月　　日まで


※落札決定後速やかに提出すること。
※契約書には本通知書により通知した工期（工事開始日、工期末）を記載する。
※押印を省略する場合は以下に責任者・担当者の氏名・連絡先を記述すること。
　本件責任者（部署名・氏名）：　　　　　　　　　　　　
　担当者（部署名・氏名）　　：　　　　　　　　　　　　
　連絡先①：　　　　　　　　　連絡先②：　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　：　　　　　　　　　　　　
（様式例－１）
ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標について適合状況
※１～３の全項目について、該当するものに○を付けること。
※それぞれ、該当することを証明する書類（認定通知書の写し・一般事業主行動計画策定・変更届（都道府県労働局の受領印付）の写し）を添付すること。
※「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務取扱要綱」第２条に規定する同要綱の対象となる外国法人については、様式例－２を使用する。
１．女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等
　○ プラチナえるぼし認定を取得している。
【 該当 ・ 該当しない 】
· えるぼし３段階目の認定を取得している。
【 該当 ・ 該当しない 】
· えるぼし２段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」の基準を満たしている。
【 該当 ・ 該当しない 】
· えるぼし１段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」の基準を満たしている。

【 該当 ・ 該当しない 】
· 一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を策定・届出をしており、かつ、常時雇用する労働者が100人以下である。
【 該当 ・ 該当しない 】
２．次世代育成支援対策推進法に基づく認定
　○「プラチナくるみん認定」を取得している。
【 該当 ・ 該当しない 】
　○「くるみん認定」（令和４年４月１日以降の基準）を取得している。
【 該当 ・ 該当しない 】
○「くるみん認定」（平成２９年４月１日～令和４年３月３１日までの基準）を取得している。
【 該当 ・ 該当しない 】
○「トライくるみん認定」を取得している。
【 該当 ・ 該当しない 】
○「くるみん認定」（平成２９年３月３１日までの基準）を取得している。
【 該当 ・ 該当しない 】
３．青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定
　○ ユースエール認定を取得している。
【 該当 ・ 該当しない 】
（様式例－２）
ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標について適合状況
（「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務
取扱要綱」第２条に規定する同要綱の対象となる外国法人の場合）
　※１～３の全項目について、該当するものに○を付けること。
　※それぞれ、該当することを証明する書類（内閣府男女共同参画局長による認定等相当確認通知書の写し）を添付すること。
１．女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等
· プラチナえるぼし認定に相当している。
【 該当 ・ 該当しない 】
· えるぼし３段階目の認定に相当している。
【 該当 ・ 該当しない 】
· えるぼし２段階目の認定に相当しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」の基準を満たしている。

【 該当 ・ 該当しない 】
· えるぼし１段階目の認定に相当しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」の基準を満たしている。
【 該当 ・ 該当しない 】
· 一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を策定している状態に相当しており、かつ、常時雇用する労働者が100人以下である。
【 該当 ・ 該当しない 】
２．次世代育成支援対策推進法に基づく認定
　○「プラチナくるみん認定」に相当している。
【 該当 ・ 該当しない 】
　○「くるみん認定」（令和４年４月１日以降の基準）に相当している。
【 該当 ・ 該当しない 】
○「くるみん認定」（平成２９年４月１日～令和４年３月３１日までの基準）に相当している。
【 該当 ・ 該当しない 】
○「トライくるみん認定」に相当している。
【 該当 ・ 該当しない 】
○「くるみん認定」（平成２９年３月３１日までの基準）に相当している。
【 該当 ・ 該当しない 】
３．青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定
　○　ユースエール認定に相当している。
【 該当 ・ 該当しない 】
（契約締結時様式－１）
契約工事名：●●●●工事
会社名：株式会社　●●建設
住所：  ○○
代表者氏名：  ○○
支店等名称：株式会社　●●建設　●●営業所
住所：  ○○
代表者氏名：  ○○
（注：「支店等名称」等については、入札説明書４．(11)に該当する支店又は営業所を記載すること。本店の場合は記載しなくても良い）
支店等の設置時期：昭和●●年●●月●●日
  専任技術者名簿
	氏　　名
	役　　　職
	住　　　所（居所）
	着任日
	許可業種

	　○○ 
	 ○○
	 ○○
	 ○○
	 ○○

	
	
	
	
	

	 
	
	 
	
	

	 
	
	 
	
	

	
	
	
	
	

	 
	
	 
	
	

	
	
	
	
	


※専任技術者は全職員記載（本工事の関係許可業種のみ）すること。
（契約締結時様式－２）
契約工事名：●●●●工事
会社名：株式会社　●●建設
住所：  ○○
代表者氏名：  ○○
支店等名称：株式会社　●●建設　●●営業所
住所：  ○○
代表者氏名：  ○○
  支店等の写真
	看　　　板
	業　者　票

	
	


※看板写真については、支店等の外観及び看板の文字が分かる写真を添付すること。

（契約締結時様式－２）
	事務スペース

	
	


　　※事務スペース写真については、全景及び専任技術者の配席が確認できる写真を添付すること。
状況に応じいずれかを選択※





状況に応じいずれかを選択※





工事従事者





下請先
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